
〇新旧対照表（東京都土壌汚染対策指針（平成 31 年４月１日施行）の内容について） 

 

新 旧 

東京都土壌汚染対策指針（平成 31 年４月１日施行）の内容について 

 

（現行のとおり）                            

 

第１ 目的 （現行のとおり） 

 

第２ 定義 （現行のとおり） 

 

第３ 土壌汚染に係る調査 （現行のとおり） 

１ 土地利用の履歴等調査 

  条例第 117 条第１項の規定により行う地歴調査は、過去の土地利用の履歴を

調査し、特定有害物質を取り扱っていた事業場が存在していたか否か、存在し

ていた場合に特定有害物質の使用・排出等の状況がどうであったか、過去に土

壌汚染の調査が実施され汚染が確認されているか否か、汚染があった場合に対

策が実施されているか否か、土地の造成履歴はどうか、等について、文献・保

有資料・聞き取り等により調査を行うものである。なお、当然に現在の土地利

用の状況も含まれる。 

地歴調査は「土地の改変を行う土地及びその周辺の土地」を対象とすること

としている。 

「土地の改変」は第 117 条第１項に定義された行為であり、詳細は施行通知

本文も参照されたい。 

ここでいう「土地の改変を行う土地」とは、第 117 条第１項の「規則で定め

る面積以上の土地において行う」の「土地」ではなく、土地の改変を実際に行

う箇所を指すものである。掘削を伴う土地の改変の場合は、掘削する箇所だけ

でなく掘削をせずに盛土及び埋土を行う箇所を含むことは、従来のとおりであ

東京都土壌汚染対策指針（平成 31 年４月１日施行）の内容について 

 

（略）                                 

 

第１ 目的 （略） 

 

第２ 定義 （略） 

 

第３ 土壌汚染に係る調査 （略） 

１ 土地利用の履歴等調査 

  条例第 117 条第１項の規定により行う地歴調査は、過去の土地利用の履歴を

調査し、特定有害物質を取り扱っていた事業場が存在していたか否か、存在し

ていた場合に特定有害物質の使用・排出等の状況がどうであったか、過去に土

壌汚染の調査が実施され汚染が確認されているか否か、汚染があった場合に対

策が実施されているか否か、土地の造成履歴はどうか、等について、文献・保

有資料・聞き取り等により調査を行うものである。なお、当然に現在の土地利

用の状況も含まれる。 

地歴調査は「土地の改変を行う土地及びその周辺の土地」を対象とすること

としている。 

「土地の改変」は第 117 条第１項に定義された行為であり、詳細は施行通知

本文も参照されたい。 

ここでいう「土地の改変を行う土地」とは、第 117 条第１項の「規則で定め

る面積以上の土地において行う」の「土地」ではなく、土地の改変を実際に行

う箇所を指すものである。掘削を伴う土地の改変の場合は、掘削する箇所だけ

でなく掘削をせずに盛土及び埋土を行う箇所を含むことは、従来のとおりであ



る。 

「周辺の土地」とは、土地の改変を行う土地における汚染のおそれを把握す

る上で参考となる情報に係る土地である。すなわち、敷地内であって土地の改

変を行う土地の周囲はもとより、隣接する敷地も対象となりうる。この範囲の

うち、次の（１）の調査により、一時的なものも含めて同一の利用履歴がある

土地の範囲を特定し、（２）から（４）までについて把握する。 

「地歴調査の実施者」は、地歴調査の義務者である土地改変者、土地所有者、

あるいはこれらの者から委託を受けた者等、実際に調査を行う者を指す。地歴

調査は、当該土地の汚染のおそれを漏れなく把握するための重要な調査であ

り、法の指定調査機関等、専門性を有する者が実施することが望ましい。 

なお、地歴調査の結果の具体的なとりまとめ方法は、「土壌汚染対策法及び

環境確保条例に基づく届出書等の作成の手引」（東京都環境局環境改善部化学

物質対策課）及び「届出に係る東京都の標準様式」の各種記載例を参考にされ

たい。 

（１）特定有害物質の取扱事業場の設置状況その他の土地の利用の履歴 

土地利用の履歴は、過去の地形図、住宅地図、航空写真、登記簿、その

他の情報により把握することとしている。 

地歴調査において、調査は、原則として戦前まで遡って実施し、それ以

前の情報は必要に応じて調査する。例えば、水域又は自然林等であった土

地については、それ以降の土地利用を調査する。これらの調査は、利用状

況の変化があった時点を適切にとらえることが重要である。 

また、土地利用状況が同一である期間は、概ね 10年間隔を目安に把握し

整理する。 

過去の住宅地図等で特定有害物質の取扱いが疑われる事業場の記載があ

った場合は、近隣住民、現居住者、建物管理者等への聞き取りを実施し、

当該事業場での事業内容についての情報を得ることも有効である。 

また、工場又は指定作業場の該当の有無及び第 116 条から第 116 条の３

までに基づく調査等の実施状況も確認されたい。 

（２）特定有害物質の使用、排出等の状況 （現行のとおり） 

る。 

「周辺の土地」とは、土地の改変を行う土地における汚染のおそれを把握す

る上で参考となる情報に係る土地である。すなわち、敷地内であって土地の改

変を行う土地の周囲はもとより、隣接する敷地も対象となりうる。この範囲の

うち、次の（１）の調査により、一時的なものも含めて同一の利用履歴がある

土地の範囲を特定し、（２）から（４）までについて把握する。 

「地歴調査の実施者」は、地歴調査の義務者である土地改変者、土地所有者、

あるいはこれらの者から委託を受けた者等、実際に調査を行う者を指す。地歴

調査は、当該土地の汚染のおそれを漏れなく把握するための重要な調査であ

り、法の指定調査機関等、専門性を有する者が実施することが望ましい。 

なお、地歴調査の結果の具体的なとりまとめ方法は、「土壌汚染対策法及び

環境確保条例に基づく届出書等の作成の手引」（東京都環境局環境改善部化学

物質対策課）の各種記載例を参考にされたい。 

 

（１）特定有害物質の取扱事業場の設置状況その他の土地の利用の履歴 

土地利用の履歴は、過去の地形図、住宅地図、航空写真、登記簿、その

他の情報により把握することとしている。 

地歴調査において、調査は、原則として戦前まで遡って実施し、それ以

前の情報は必要に応じて調査する。例えば、水域又は自然林等であった土

地については、それ以降の土地利用を調査する。これらの調査は、利用状

況の変化があった時点を適切にとらえることが重要である。また、土地利

用状況が同一である期間は、概ね 10 年間隔を目安に把握し整理する。 

過去の住宅地図等で特定有害物質の取扱いが疑われる事業場の記載があ

った場合は、近隣住民、現居住者、建物管理者等への聞き取りを実施し、

当該事業場での事業内容についての情報を得ることも有効である。 

 

 

 

（２）特定有害物質の使用、排出等の状況 （略） 



（３）土壌汚染の調査及び措置の実施状況等 

過去の法又は条例に基づく土壌汚染の調査及び措置の状況等（以下「法

定調査等」という。）については、法又は条例に基づく台帳、土地所有者等

に共有されている情報等により収集し、現行法令に照らして汚染のおそれ

を把握する。 特に、前回調査時には基準適合であっても、基準値が変更と

なり現行法令では基準不適合となる場合等があるので十分に留意された

い。  

また、法令によらず自主的に実施した調査・対策の記録等（以下「自主

調査等」という。）についても把握する。 

特定有害物質の取扱事業場の設置等が判明した土地において、自主調査

等による基準適合の地歴が確認されたとしても、自主調査等の結果のみを

もって汚染のおそれがないと判断することはできない（ただし、汚染のお

それがない土地において念のため自主調査等を実施した場合を除く。）。こ

れは、自主調査等については、汚染状況調査において指定調査機関が土地

改変時の法令への適合性を確認する必要があるためである。  

過去の調査で土壌汚染が確認され、その汚染の原因が自然的条件又は水

面埋立材であるとされた経緯がある場合には、これについても把握する。 

なお、この時点ではあくまで「地歴調査」であり、当該汚染の原因が専

ら自然的条件によるものであることについては、認定できない。調査の実

施を受託した指定調査機関等が 、地歴調査の結果や追加の調査を行って得

られた情報を基に、自然由来等の要件への該当性を判断することになる。 

（４）地表の高さの変更の経緯等 

（２）及び（３）において特定有害物質の使用・排出等及び調査・措置

の状況について把握した場合は、当該箇所において造成等により地表の高

さが変更された経緯があるか否かを把握する。この情報は、その後の土壌

の調査において試料採取を行う深度の設定において重要である。 

調査受託者が自発的に試料採取等の対象とすることを妨げるものではな

いが、土地の改変による掘削深度より深い位置にのみ汚染のおそれがある

という確度の高い情報を有している場合にあっては、特段の理由なく第

（３）土壌汚染の調査及び措置の実施状況等 

過去の土壌汚染の調査及び措置の状況等については、法又は条例に基づ

く台帳、土地所有者等に共有されている情報、法令によらず自主的に実施

した調査・対策の記録等により把握する。 

また、過去の調査で土壌汚染が確認され、その汚染の原因が自然的条件

又は水面埋立材であるとされた経緯がある場合には、これについても把握

する。 

なお、この時点ではあくまで「地歴調査」であり、当該汚染の原因が専

ら自然的条件によるものであることについては、認定できない。第 117 条

第２項の汚染状況調査において、汚染状況調査の実施を受託した指定調査

機関が 、地歴調査の結果や追加の調査を行って得られた情報を元に、自然

由来等の要件への該当性を判断することになる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）地表の高さの変更の経緯等 

（２）及び（３）において特定有害物質の使用・排出等及び調査・措置

の状況について把握した場合は、当該箇所において造成等により地表の高

さが変更された経緯があるか否かを把握する。この情報は、その後の土壌

の調査において試料採取を行う深度の設定において重要である。 

 

 

 



117 条第２項に基づく汚染状況調査の調査要請を行うものではないことに

留意されたい。 

 

２ 汚染状況調査 

条例の各規定に基づく汚染状況調査は、指針に基づき、次の（１）から

（１２）までに留意して実施する。 

汚染状況調査は、第 115 条第１項、第 116 条第１項及び第９項、第 116 条

の２第１項並びに第 117 条第２項に規定がある。このうち、第 116 条第９項

の汚染状況調査は、第１項の義務者が行うべきものを土地譲受者が実施する

場合の調査であり、実施する内容は第１項と同じである。 

また、第 116 条第 11 項により土地所有者等が行った調査を汚染状況調査と

みなすためには、第１項の汚染状況調査と同じ内容が実施されていなければ

ならない。 

条例の各規定において、調査を実施する者（調査義務によるもの又は任意

によるもの）があるが、この者を指針において「調査義務者等」とした。 

汚染状況調査は、調査義務者等が自ら行うことはせず、法の規定に基づき

指定を受けた指定調査機関に実施を委託することとしている。これは、汚染

状況調査が専門性の高い内容であり、法の土壌汚染状況調査を適切に実施で

きる調査機関でなければ、条例の汚染状況調査についても適切に遂行できる

とは認められないためである。この、汚染状況調査の実施を受託した指定調

査機関を、指針において「調査受託者」とした。これは法施行規則の「調査

実施者」と同じ役割を担う者である。 

また、指定調査機関の公平性の担保についても、法第 31 条第３号に準じて

判断する。例えば、子会社の関係にある指定調査機関に調査をさせること

は、調査の信頼性が保たれるとはいえない。なお、子会社にさせた調査結果

があった場合に、第三者の関係にある別の指定調査機関が当該調査の方法及

びその結果を精査した上で、過去の調査結果を活用したとして後者の指定調

査機関の責任において調査報告書に取りまとめることを妨げるものではな

い。 

 

 

 

２ 汚染状況調査 

条例の各規定に基づく汚染状況調査は、指針に基づき、以下の（１）から

（１２）までに留意して実施する。 

汚染状況調査は、第 115 条第１項、第 116 条第１項及び第９項、第 116 条

の２第１項並びに第 117 条第２項に規定がある。このうち、第 116 条第９項

の汚染状況調査は、第１項の義務者が行うべきものを土地譲受者が実施する

場合の調査であり、実施する内容は第１項と同じである。また、第 116 条第

11 項により土地所有者等が行った調査を汚染状況調査とみなすためには、第

１項の汚染状況調査と同じ内容が実施されていなければならない。 

条例の各規定において、調査を実施する者（調査義務によるもの、任意に

よるもの）があるが、この者を指針において「調査義務者等」とした。 

汚染状況調査は、調査義務者等が自ら行うことはせず、法の規定に基づき

指定を受けた指定調査機関に実施を委託することとしている。これは、汚染

状況調査が専門性の高い内容であり、法の土壌汚染状況調査を適切に実施で

きる調査機関でなければ、条例の汚染状況調査についても適切に遂行できる

とは認められないためである。この、汚染状況調査の実施を受託した指定調

査機関を、指針において「調査受託者」とした。これは法施行規則の「調査

実施者」と同じ役割を担う者である。 

また、指定調査機関の公平性の担保についても、法第 31 条第３号に準じて

判断する。例えば、子会社の関係にある指定調査機関に調査をさせること

は、調査の信頼性が保たれるとはいえない。なお、子会社にさせた調査結果

があった場合に、第三者の関係にある別の指定調査機関が当該調査の方法及

びその結果を精査したうえで、過去の調査結果を活用したとして後者の指定

調査機関の責任において調査報告書に取りまとめることを妨げるものではな

い。 

今回の法改正において、指定調査機関における技術管理者の役割の強化が



今回の法改正において、指定調査機関における技術管理者の役割の強化が

図られたが、条例に基づく調査においても同様に、調査受託者である指定調

査機関の技術管理者は、汚染状況調査の対象地の現地確認を行ったうえで、

調査の内容を統括するべきものである。 

なお、汚染状況調査のとりまとめにおいては、東京都で作成した「指定調

査機関確認書」、「土壌汚染状況調査結果報告シート」及び「届出に係る東京

都の標準様式」を活用されたい。 

（１）から（３） （現行のとおり） 

（４）特定有害物質による土壌等の汚染状況 

（３）の調査において対象地内に土壌汚染のおそれがあることが判明し

た場合には、調査受託者は、対象地内の土壌及び地下水の汚染状況を把握

するため、土壌その他の試料の採取及び測定（以下「試料採取等」とい

う。）の調査を実施することとなる。 

また、対象地において過去に法定調査等及び自主調査等（以下「既往調

査等」という。）が実施され、これらの結果を汚染状況調査に用いる場合

は、現行法令に照らして評価し、試料採取等や汚染状況調査の結果の報告

を行う必要がある。  

なお、（３）の調査で対象地内に土壌汚染のおそれがないことが確認され

た場合は、（３）までの調査の結果をもって汚染状況調査の結果の報告を行

う。 

（５）調査対象物質 

試料採取等の対象とする物質（以下「調査対象物質」という。）は、

（３）により調査対象区域内における汚染のおそれを把握した特定有害物

質は必須である。 

また、地歴上は使用・排出等が確認されなかった特定有害物質であって

も、当該土地の土壌汚染の有無をより確実に把握するために調査対象物質

に加えることは可能である。このとき、調査報告書の中で、試料採取等が

必須である調査対象物質と任意で加えた調査対象物質とを区別して位置付

けておくことは、将来当該土地で再度の調査契機が生じ、新たな調査方法

図られたが、条例に基づく調査においても同様に、調査受託者である指定調

査機関の技術管理者は、汚染状況調査の対象地の現地確認を行ったうえで、

調査の内容を統括するべきものである。 

 

 

 

 

（１）から（３） （略） 

（４）特定有害物質による土壌等の汚染状況 

（３）の調査において対象地内に土壌汚染のおそれがあることが判明し

た場合には、調査受託者は、対象地内の土壌及び地下水の汚染状況を把握

するため、試料採取等の調査を実施することとなる。  

なお、（３）の調査で対象地内に土壌汚染のおそれがないことが確認され

た場合は、（３）までの調査の結果をもって汚染状況調査の結果の報告を行

う。 

 

 

 

 

 

（５）調査対象物質 

土壌その他の試料の採取及び測定（以下「試料採取等」という。）の対象

とする物質（以下「調査対象物質」という。）は、（３）により調査対象区

域内における汚染のおそれを把握した特定有害物質は必須である。また、

地歴上は使用・排出等が確認されなかった特定有害物質であっても、当該

土地の土壌汚染の有無をより確実に把握するために調査対象物質に加える

ことは可能である。このとき、調査報告書の中で、試料採取等が必須であ

る調査対象物質と任意で加えた調査対象物質とを区別して位置付けておく

ことは、将来当該土地で再度の調査契機が生じ、新たな調査方法による調



による調査を求められることとなった場合に重要な情報となることがあ

る。 

また、第一種特定有害物質については、土壌中で分解し他の特定有害物

質を生成するおそれがある物質があることから、分解生成物である特定有

害物質についても調査対象物質とすることとしている（必須）。 

なお、今回の法改正により、四塩化炭素の分解生成物としてジクロロメ

タンが加わったので、条例でも同様の扱いとした。 

既往調査等の結果を用いる場合は、法令改正によりクロロエチレン、ト

ランス１，２－ジクロロエチレン（１，２－ジクロロエチレン）が特定有

害物質として加わったことや四塩化炭素の分解生成物としてジクロロメタ

ンを調査対象物質として選定する必要が生じたことを踏まえて、調査対象

物質を選定されたい。 

また、カドミウム及びその化合物並びにトリクロロエチレンに係る基

準、土壌溶出量調査に係る測定方法及び地下水調査に係る測定方法が令和

３年４月１日に改正施行となったことから、併せて留意されたい。 

（６）調査対象区域の調査区分 （現行のとおり） 

（７）単位区画の設定 

単位区画の設定は、調査対象区域の北端の地点（当該地点が複数ある場

合には最も東にある地点）を起点として、東西方向及び南北方向に引いた

線並びにこれらと平行して 10ｍの間隔で引いた線により区画を設定するこ

と、一定の方法により格子を回転させることができること、130 ㎡を超え

ないとき等の条件を満たす場合に隣接する単位区画と統合することができ

ることについては改正前の指針と同様である。 

なお、起点の設定に当たっては、世界測地系の平面直角座標系（以下

「世界測地系座標」という。）を用いて設定することを原則とする。これ

は、将来的に同一の土地で再度の調査契機が生じた場合に、統一された座

標系の起点を用いることで、正しく過去の調査を活用等することができる

ためである。世界測地系座標で用いる系番号は９系 とし、精度は小数点以

下３桁以上とする。 

査を求められることとなった場合に重要な情報となることがある。 

また、第一種特定有害物質については、土壌中で分解し他の特定有害物

質を生成するおそれがある物質があることから、分解生成物である特定有

害物質についても調査対象物質とすることとしている（必須）。 

なお、今回の法改正により、四塩化炭素の分解生成物としてジクロロメ

タンが加わったので、条例でも同様の扱いとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）調査対象区域の調査区分 （略） 

（７）単位区画の設定 

単位区画の設定は、調査対象区域の北端の地点（当該地点が複数ある場

合には最も東にある地点）を起点として、東西方向及び南北方向に引いた

線並びにこれらと平行して 10ｍの間隔で引いた線により区画を設定するこ

と、一定の方法により格子を回転させることができること、130 ㎡を超え

ないとき等の条件を満たす場合に隣接する単位区画と統合することができ

ること、については改正前の指針と同様である。 

対象地内に複数の調査対象区域があるとき、調査対象区域ごとに起点及

び区画を設定するか、単一の起点を元に共通の線により区画を設定するか

は任意だが、どちらかの方法に統一しなければならない。これは、法第４

条の区画の設定の方法と同じである。 

なお、条例や法が施行されてから相当の年月が経過し、同一の土地で再

度の調査契機が生じることがある。このときにみられる問題として、次の



また、復元性の観点から起点の標高（TP（東京湾平均海面）又は AP（荒

川工事基準面）。精度はミリ単位とする。）も併せて測定することを原則と

する。回転角度については、度分秒表記とし、精度は nn 度 nn 分 nn.nn 秒

とする。世界測地系座標による起点の設定が難しい場合、起点および起点

を再現する目印は、将来の形質変更等を想定し、位置情報を正確に記録・

承継するとともに、将来にわたり不動と考えられる地点に複数点設定して

おくことが望ましい。北の定義についても真北、座標北又は磁北の何れか

を特定できるように明示する。 

対象地内に複数の調査対象区域があるとき、調査対象区域ごとに起点及

び区画を設定するか、単一の起点を元に共通の線により区画を設定するか

は任意だが、どちらかの方法に統一しなければならない。これは、法第４

条の区画の設定の方法と同じである。 

なお、条例や法が施行されてから相当の年月が経過し、同一の土地で再

度の調査契機が生じることがある。このときにみられる問題として、次の

ようなものがある。 

① 調査対象区画を調査の都度設定することで起点がずれ、異なる区画

線により単位区画が設定された結果、各単位区画の汚染の評価に疑義

が生じる事例がみられる。このような事態を回避するため、次のケー

スについて、単位区画の設定の特例を設けた。 

・ 法又は条例に基づく他の調査を同時進行で実施する場合 

・ 法又は条例に基づく調査を過去に実施した場合 

・ 調査対象区域ではなく、事業場等の敷地の北端の地点を起点とする

場合 

このことにより、同一敷地内又は近隣の土地で別の調査契機が生じたと

きに、他の調査で用いた起点及び区画線を用いることができることが明確

になったので、原則としてこの方法によることとされたい。特に、改変・

掘削箇所又は任意の土地を調査対象区域とする調査において、将来の調査

契機を想定して敷地の北端を起点とすることができるので、活用されたい

（例えば、第 116 条第１項第２号（主要な部分の除却時）の調査の際に、

ようなものがある。 

① 調査対象区画を調査の都度設定することで起点がずれ、異なる区画

線により単位区画が設定された結果、各単位区画の汚染の評価に疑義

が生じる事例がみられる。このような事態を回避するため、次のケー

スについて、単位区画の設定の特例を設けた。 

・ 法又は条例に基づく他の調査を同時進行で実施する場合 

・ 法または条例に基づく調査を過去に実施した場合 

・ 調査対象区域ではなく、事業場等の敷地の北端の地点を起点とする

場合 

このことにより、同一敷地内又は近隣の土地で別の調査契機が生じたと

きに、他の調査で用いた起点及び区画線を用いることができることが明確

になったので、原則としてこの方法によることとされたい。特に、改変・

掘削箇所又は任意の土地を調査対象区域とする調査において、将来の調査

契機を想定して敷地の北端を起点とすることができるので、活用された

い。（例えば、第 116 条第１項第２号（主要な部分の除却時）の調査の際

に、第 116 条第１項第１号（工場等廃止時）の調査を想定して敷地全域を

区画する、等） 

② 過去の調査時に用いた起点の位置が不明となることがある。起点は

世界測地系座標（小数点以下３桁以上までの精度が必要）を用いて設

定することが望ましいが、小規模サイトにおいては測量の費用面等で

難しいことも考えられる。このような場合、起点および起点を再現す

る目印は、将来の形質変更等を想定し、将来にわたり不動と考えられ

る地点に複数点設定しておくことが望ましい。 

③ 過去の調査で統合した単位区画については、新たな調査契機が生じ

て統合を解除するとき、統合解除後のそれぞれの単位区画の汚染状態

及び試料採取等の要否は原則として次のように評価しているので、留

意されたい。 

・ 統合した単位区画で汚染があった場合は、統合時に汚染ありとされ

た範囲については、解除後でも汚染ありと評価される。 



第 116 条第１項第１号（工場等廃止時）の調査を想定して敷地全域を区画

する、等）。 

なお、自主調査等にて設定した起点を用いることに合理性がある場合に

ついても、合理的である事由を報告書に取りまとめることを前提として認

めうる。  

② 過去の調査時に用いた起点の位置が不明となることがある。このた

め、起点は世界測地系座標を用いて設定することを原則としている。

世界測地系座標による起点の設定が難しい場合、起点及び起点を再現

する目印は、将来の形質変更等を想定し、位置情報を正確に記録・承

継するとともに、将来にわたり不動と考えられる地点に複数点設定し

ておくことが望ましい。 

③ 過去の調査で統合した単位区画については、新たな調査契機が生じ

て統合を解除するとき、統合解除後のそれぞれの単位区画の汚染状態

及び試料採取等の要否は原則として次のように評価しているので、留

意されたい。 

・ 統合した単位区画で汚染があった場合は、統合時に汚染ありとされ

た範囲については、解除後でも汚染ありと評価される。ただし、統

合時に試料採取等を行っていない区画において、新たに試料採取等

を行い、基準適合が確認された場合はこの限りでない。 

・ 統合した単位区画で汚染がなかった場合は、統合解除後のそれぞれ

の単位区画について、次のとおり対応することとなる。 

・ 過去の調査の試料採取地点の存する区画については、新たな調査に

よる単位区画の調査区分が過去の調査と同じ又はより汚染のおそれ

の程度が少ない場合のみ、過去の評価が利用可能である。新たな調

査による単位区画の調査区分がより汚染のおそれの程度が多い場合

は、当該汚染のおそれの程度のより多い調査区分として試料採取等

を要する。 

・ 試料採取地点のなかった単位区画は改めて試料採取等を要する。 

（８）30メートル格子の設定 （現行のとおり） 

・ 統合した単位区画で汚染がなかった場合は、統合解除後のそれぞれ

の単位区画について、以下のとおり対応することとなる。 

・ 過去の調査の試料採取地点の存する区画については、新たな調査に

よる単位区画の調査区分が過去の調査と同じ又はより汚染のおそれ

の程度が少ない場合のみ、過去の評価が利用可能である。新たな調

査による単位区画の調査区分がより汚染のおそれの程度が多い場合

は、当該汚染のおそれの程度のより多い調査区分として試料採取等

を要する。 

・ 試料採取地点のなかった単位区画は改めて試料採取等を要する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（８）30メートル格子の設定 （略） 



（９）第一種特定有害物質に係る土壌及び地下水の調査方法  

（現行のとおり） 

ア 土壌ガス調査 

調査対象物質のうち、第一種特定有害物質について、土壌ガス（土壌

ガスの採取が困難と認められる場合にあっては地下水）に含まれる特定

有害物質の量を分析する。記載は見直したが、方法そのものについては

旧指針からの変更はない。詳細は法の調査対策ガイドラインを参照され

たい。 

土壌ガス（土壌ガスの採取が困難と認められる場合にあっては地下

水）を採取する調査区画は、調査対象区域について汚染のおそれに応じ

て単位区画の調査区分を行った上で、選定する。 

全部対象区分地を含む単位区画、すなわち汚染のおそれが比較的多い

と認められる土地を含む単位区画は、全部対象区画に分類し、全部対象

区画の全ての単位区画で土壌ガスを採取する。 

一部対象区分地を含む単位区画、すなわち汚染のおそれが少ないと認

められる土地を含む単位区画は、一部対象区画に分類し、調査対象区域

に 30メートル格子の中心が含まれるかによって、次の２つに場合分けさ

れる。 

・ 30 メートル格子の中心が調査対象区域に含まれる場合は、30 メート

ル格子の中心を含む単位区画（このとき、当該単位区画の調査区分

を問わない。）で土壌ガスを採取する。 

・ 30 メートル格子の中心が調査対象区域に含まれない場合は、30メー

トル格子内にある一部対象区画のうちいずれか１区画で土壌ガスを

採取する。 

なお、30メートル格子内に全部対象区画と一部対象区画が混在する場

合には、上記の一部対象区画における土壌ガスを採取する区画が、全部

対象区画として土壌ガスを採取する区画と同一区画となることがありう

る。 

汚染のおそれがないと認められる土地のみを含む単位区画について

（９）第一種特定有害物質に係る土壌及び地下水の調査方法  

（略） 

ア 土壌ガス調査 

調査対象物質のうち、第一種特定有害物質について、土壌ガス（土壌

ガスの採取が困難と認められる場合にあっては地下水）に含まれる特定

有害物質の量を分析する。記載は見直したが、方法そのものについては

旧指針からの変更はない。詳細は法の調査対策ガイドラインを参照され

たい。 

土壌ガス（土壌ガスの採取が困難と認められる場合にあっては地下

水）を採取する調査区画は、調査対象区域について汚染のおそれに応じ

て単位区画の調査区分を行ったうえで、選定する。 

全部対象区分地を含む単位区画、すなわち汚染のおそれが比較的多い

と認められる土地を含む単位区画は、全部対象区画に分類し、全部対象

区画の全ての単位区画で土壌ガスを採取する。 

一部対象区分地を含む単位区画、すなわち汚染のおそれが少ないと認

められる土地を含む単位区画は、一部対象区画に分類し、調査対象区域

に 30メートル格子の中心が含まれるかによって、次の２つに場合分けさ

れる。 

・ 30 メートル格子の中心が調査対象区域に含まれる場合は、30 メート

ル格子の中心を含む単位区画（このとき、当該単位区画の調査区分

を問わない。）で土壌ガスを採取する。 

・ 30 メートル格子の中心が調査対象区域に含まれない場合は、30メー

トル格子内にある一部対象区画のうちいずれか１区画で土壌ガスを

採取する。 

なお、30メートル格子内に全部対象区画と一部対象区画が混在する場

合には、上記の一部対象区画における土壌ガスを採取する区画が、全部

対象区画として土壌ガスを採取する区画と同一区画となることがありう

る。 

汚染のおそれがないと認められる土地のみを含む単位区画について



は、前述の「30 メートル格子の中心を含む単位区画」に該当するときを

除き、土壌ガスの採取は不要である。 

試料採取地点は、調査区画の中心を原則とするが、全部対象区画の場

合であって汚染のおそれが多いと認められる部分がある場合は、特定有

害物質の種類ごとに汚染のおそれが多いと認められる部分のうちの任意

の地点（原則として、より基準不適合のおそれが多いと考えられる地

点）で行うこととする。具体的には、地中配管の経路や、特定有害物質

を使用等した設備の直下などが該当する。このとき、汚染土壌が存在す

るおそれが多いと認められる部分が同一の単位区画内に複数存在する場

合には、よりおそれが多い場所を現在の地表に投影させた地点で土壌ガ

スを採取する。 

ただし、試料を採取しようとする地点の傾斜が著しい場合、使用中の

構造物が存在し、その構造物の除去が調査後の土地利用に著しい支障を

きたす場合等、当該地点において試料の採取を行うことが困難な場合に

は、同じ単位区画内の別の地点で試料の採取を行うことができる。 

いずれの場合であっても、調査区画の中心で土壌ガスを採取しない場

合は、その理由について、調査報告書に明記することが必要である。 

一部対象区画の場合であって、分析の結果、30メートル格子内で土壌

ガスから調査対象物質が検出された場合は、30メートル格子内の一部対

象区画で土壌ガスの採取をしていない単位区画について、追加で土壌ガ

スの採取を行い、各単位区画における土壌ガス検出の有無を把握する。 

土壌ガスの代わりに採取した地下水については、地下水基準を超過し

た時に、土壌ガスが検出されたものと同様に扱う。ここで地下水基準を

超過していることをもって、ウ又はオの地下水調査の結果として扱うこ

とはしない。これは、土壌ガスの代わりに採取する地下水と、ウ又はオ

の地下水とでは、地下水試料の採取の方法が異なるためである。 

なお、土壌ガス調査の方法は法施行規則第６条第２項に規定する環境

大臣が定める方法（平成 15 年環境省告示第 16 号。以下「環告 16 号」と

いう。）、地下水中の特定有害物質の測定方法は法施行規則第６条第２項

は、前述の「30 メートル格子の中心を含む単位区画」に該当するときを

除き、土壌ガスの採取は不要である。 

試料採取地点は、調査区画の中心を原則とするが、全部対象区画の場

合であって汚染のおそれが多いと認められる部分がある場合は、特定有

害物質の種類ごとに汚染のおそれが多いと認められる部分のうちの任意

の地点（原則として、より基準不適合のおそれが多いと考えられる地

点）で行うこととする。具体的には、地中配管の経路や、特定有害物質

を使用等した設備の直下などが該当する。このとき、汚染土壌が存在す

るおそれが多いと認められる部分が同一の単位区画内に複数存在する場

合には、よりおそれが多い場所を現在の地表に投影させた地点で土壌ガ

スを採取する。 

ただし、試料を採取しようとする地点の傾斜が著しい場合、使用中の

構造物が存在し、その構造物の除去が調査後の土地利用に著しい支障を

きたす場合等、当該地点において試料の採取を行うことが困難な場合に

は、同じ単位区画内の別の地点で試料の採取を行うことができる。 

いずれの場合であっても、調査区画の中心で土壌ガスを採取しない場

合は、その理由について、調査報告書に明記することが必要である。 

一部対象区画の場合であって、分析の結果、30メートル格子内で土壌

ガスから調査対象物質が検出された場合は、30メートル格子内の一部対

象区画で土壌ガスの採取をしていない単位区画について、追加で土壌ガ

スの採取を行い、各単位区画における土壌ガス検出の有無を把握する。 

土壌ガスの代わりに採取した地下水については、地下水基準を超過し

た時に、土壌ガスが検出されたものと同様に扱う。ここで地下水基準を

超過していることをもって、ウ又はオの地下水調査の結果として扱うこ

とはしない。これは、土壌ガスの代わりに採取する地下水と、ウ又はオ

の地下水とでは、地下水試料の採取の方法が異なるためである。 

なお、土壌ガス調査の方法は法施行規則第６条第２項に規定する環境

大臣が定める方法（平成 15 年環境省告示第 16 号。以下「環告 16 号」と

いう。）、地下水中の特定有害物質の測定方法は法施行規則第６条第２項



第２号に規定する環境大臣が定める方法（平成 15年環境省告示第 17

号。以下「環告 17号」という。）である。環告 16号については、平成

29 年４月にクロロエチレンが調査対象物質になった際の試薬に関する暫

定措置の解除等が今回なされた。改正の内容は「土壌ガス調査に係る採

取及び測定の方法を定める件の一部を改正する告示等の公布及び意見募

集（パブリックコメント）の結果について」（平成 31年１月 30日環境省

報道発表資料）を参照のこと。 

イ 代表地点における土壌調査 

土壌ガス調査で特定有害物質が検出された場合（地下水中の特定有害

物質の濃度が地下水基準を超える単位区画が確認された場合を含む。以

下同じ。）には、ボーリングにより深度方向の土壌を採取して調査を行

う。 

旧指針による第一種有害物質の詳細調査から変更された点は、「対象物

質」について法施行規則改正への対応、「調査地点」のただし書の削除、

「試料採取方法」の地下水の調査の削除、「結果の評価」の追加である。

基本的に、法と整合を図ったものであり、詳細は法の調査対策ガイドラ

インを参照されたい。 

対象物質は、土壌ガスが検出された特定有害物質とその分解生成物、

さらに検出された特定有害物質が分解生成物であるときにはその親物質

のうち当該調査地点で使用・排出等されていたものと当該親物質の分解

生成物とする。これは、当該調査地点で使用・排出等された特定有害物

質が土壌中で時間の経過とともに分解する過程で一部の物質の土壌ガス

のみが検出されることを想定している。 

調査地点は、土壌ガスが検出された単位区画が連続する範囲を検出範

囲とし、検出範囲内で土壌ガス濃度が相対的に高い地点を第一種代表地

点としてボーリングを行う。ただし、同一の調査対象区域において、土

壌ガス調査を行った地点と地下水調査を行った地点が混在する場合は、

相対的に土壌ガス濃度が高い地点及び地下水濃度が相対的に高い地点の

それぞれを調査地点とする。 

第２号に規定する環境大臣が定める方法（平成 15年環境省告示第 17

号）である。環告 16 号については、平成 29年４月にクロロエチレンが

調査対象物質になった際の試薬に関する暫定措置の解除等が今回なされ

た。改正の内容は「土壌ガス調査に係る採取及び測定の方法を定める件

の一部を改正する告示等の公布及び意見募集（パブリックコメント）の

結果について」（平成 31年１月 30日環境省報道発表資料）を参照のこ

と。 

イ 代表地点における土壌調査 

土壌ガス調査で特定有害物質が検出された場合（地下水中の特定有害

物質の濃度が地下水基準を超える単位区画が確認された場合を含む。以

下同じ。）には、ボーリングにより深度方向の土壌を採取して調査を行

う。 

旧指針による第一種有害物質の詳細調査から変更された点は、「対象物

質」について法施行規則改正への対応、「調査地点」のただし書の削除、

「試料採取方法」の地下水の調査の削除、「結果の評価」の追加である。

基本的に、法と整合を図ったものであり、詳細は法の調査対策ガイドラ

インを参照されたい。 

対象物質は、土壌ガスが検出された特定有害物質とその分解生成物、

さらに検出された特定有害物質が分解生成物であるときにはその親物質

のうち当該調査地点で使用・排出等されていたものと当該親物質の分解

生成物とする。これは、当該調査地点で使用・排出等された特定有害物

質が土壌中で時間の経過とともに分解する過程で一部の物質の土壌ガス

のみが検出されることを想定している。 

調査地点は、土壌ガスが検出された単位区画が連続する範囲を検出範

囲とし、検出範囲内で土壌ガス濃度が相対的に高い地点を第一種代表地

点としてボーリングを行う。ただし、同一の調査対象区域において、土

壌ガス調査を行った地点と地下水調査を行った地点が混在する場合は、

相対的に土壌ガス濃度が高い地点及び地下水濃度が相対的に高い地点の

それぞれを調査地点とする。 



なお、「単位区画が連続する範囲」とは、単位区画の４辺及び４頂点の

いずれかが他の単位区画と接していることをもって連続しているものと

し、「連続する他の単位区画」とは、単位区画の周囲にある最大８つの単

位区画のことを指すものとする。 

また、「溶出量基準を超える土壌が存在するおそれが当該検出範囲内で

連続する他の単位区画と比較して多いと認められる」とは、原則とし

て、検出された土壌ガスの濃度が連続する他の単位区画と比べて高い濃

度であることをいう。同一検出範囲内において、検出された土壌ガスの

濃度が連続する他の単位区画と比べて高い濃度である単位区画が複数存

在する場合には、それぞれの地点でボーリング調査を行う。 

調査深度は、帯水層の底面までの深度で行い、地表から 10ｍより深い

場合には 10ｍまでとする。このとき、汚染の程度又は地層の状況等によ

り、より深い深度の汚染の調査が必要と認められる場合は 10ｍより深い

深度でも行うものとしており、これは法の調査より厳格な規定である。

帯水層の底面の概略深度は、既存の柱状図や汚染のおそれのない地点で

の試掘等により、事前に把握することが望ましい。 

採取対象試料は、調査深度まで第一種代表地点をボーリングして得ら

れた、次の深度の土壌である。 

・ 「汚染のおそれが生じた場所の位置の土壌」 

  汚染のおそれの生じた場所の位置が地中配管、地中タンク等の

地中構造物の位置である場合、土地の造成の履歴により旧地盤面

が地中にある場合等は、当該深さの土壌が該当する。 

  当該汚染のおそれが生じた場所の位置が地表と同一の位置にあ

る場合又は当該汚染のおそれが生じた場所の位置が明らかでない

場合にあっては、地表から深さ５cm までの土壌（以下「表層の土

壌」という。）が該当する。  

・ 「汚染のおそれが生じた場所の位置から深さ 50cm の土壌」（地表

から深さ 10ｍまでにある土壌に限る。） 

  前述の「汚染のおそれが生じた場所の位置」からみて 50cm 深い

なお、「単位区画が連続する範囲」とは、単位区画の４辺及び４頂点の

いずれかが他の単位区画と接していることをもって連続しているものと

し、「連続する他の単位区画」とは、単位区画の周囲にある最大８つの単

位区画のことを指すものとする。また、「溶出量基準を超える土壌が存在

するおそれが当該検出範囲内で連続する他の単位区画と比較して多いと

認められる」とは、原則として、検出された土壌ガスの濃度が連続する

他の単位区画と比べて高い濃度であることをいう。同一検出範囲内にお

いて、検出された土壌ガスの濃度が連続する他の単位区画と比べて高い

濃度である単位区画が複数存在する場合には、それぞれの地点でボーリ

ング調査を行う。 

調査深度は、帯水層の底面までの深度で行い、地表から 10ｍより深い

場合には 10ｍまでとする。このとき、汚染の程度又は地層の状況等によ

り、より深い深度の汚染の調査が必要と認められる場合は 10ｍより深い

深度でも行うものとしており、これは法の調査より厳格な規定である。

帯水層の底面の概略深度は、既存の柱状図や汚染のおそれのない地点で

の試掘等により、事前に把握することが望ましい。 

採取対象試料は、調査深度まで第一種代表地点をボーリングして得ら

れた、次の深度の土壌である。 

・ 「汚染のおそれが生じた場所の位置の土壌」 

  汚染のおそれの生じた場所の位置が地中配管、地中タンク等の

地中構造物の位置である場合、土地の造成の履歴により旧地盤面

が地中にある場合等は、当該深さの土壌が該当する。 

  当該汚染のおそれが生じた場所の位置が地表と同一の位置にあ

る場合又は当該汚染のおそれが生じた場所の位置が明らかでない

場合にあっては、地表から深さ５cm までの土壌（以下、「表層の

土壌」という。）が該当する。  

・ 「汚染のおそれが生じた場所の位置から深さ 50cm の土壌」（地表

から深さ 10ｍまでにある土壌に限る。） 

  前述の「汚染のおそれが生じた場所の位置」からみて 50cm 深い



位置にある土壌を採取する。「汚染のおそれが生じた場所の位置か

ら 50cm までの土壌」ではないことに留意されたい。 

・ 「深さ１ｍから 10ｍまでの１ｍごとの土壌」 

  深さ１ｍから 10ｍまでの１ｍごとの土壌を採取する。ただし、

地表から汚染のおそれが生じた場所の位置の深さまでの土壌は除

く。 

  また、汚染のおそれが生じた場所の位置より深い位置に帯水層

の底面がある場合における当該底面より深い位置にある土壌は、

原則として除く。 

・ 「帯水層の底面の土壌」（地表から深さ 10ｍ以内に帯水層の底面

がある場合に限る。） 

  第一種特定有害物質の性質から、帯水層の底面に汚染がたまり

やすいため、当該位置の土壌は特別に採取を要することとしてい

る。 

  「帯水層の底面」とは、帯水層を満たす地下水の受け皿となっ

ている難透水性の地層の直上部を指す。詳しくは、法の調査対策

ガイドラインを参照されたい。 

・ 「帯水層の底面より深い位置又は地表から深さ 10ｍを超える位置

の土壌を採取する必要があると認められる場合の、１ｍごとの土

壌及び帯水層の底面の土壌」 

  難透水層を貫通するボーリングを行うときは、特に次の「汚染

を拡散させない措置」が重要である。 

ボーリングにより試料採取を行うときは、汚染を拡散させない措置を

講じることが必要である。これは、改正後の法施行規則第４３条第２号

の措置を講じることを指す。 

土壌試料の採取の対象となった深度の範囲において、試料採取の際に

ボーリングコアを観察し、深度別の地層の状況の把握を行う。 

結果の評価は、検出範囲の全ての単位区画について第一種代表地点に

おける測定結果と同一であるとみなす。なお、同一検出範囲で複数の第

位置にある土壌を採取する。「汚染のおそれが乗じた場所の位置か

ら 50cm までの土壌」ではないことに留意されたい。 

・ 「深さ１ｍから 10ｍまでの１ｍごとの土壌」 

  深さ１ｍから 10ｍまでの１ｍごとの土壌を採取する。ただし、

地表から汚染のおそれが生じた場所の位置の深さまでの土壌は除

く。 

  また、汚染のおそれが生じた場所の位置より深い位置に帯水層

の底面がある場合における当該底面より深い位置にある土壌は、

原則として除く。 

・ 「帯水層の底面の土壌」（地表から深さ 10ｍ以内に帯水層の底面

がある場合に限る。） 

  第一種特定有害物質の性質から、帯水層の底面に汚染がたまり

やすいため、当該位置の土壌は特別に採取を要することとしてい

る。 

  「帯水層の底面」とは、帯水層を満たす地下水の受け皿となっ

ている難透水性の地層の直上部を指す。詳しくは、法の調査対策

ガイドラインを参照されたい。 

・ 「帯水層の底面より深い位置又は地表から深さ 10ｍを超える位置

の土壌を採取する必要があると認められる場合の、１ｍごとの土

壌及び帯水層の底面の土壌」 

  難透水層を貫通するボーリングを行うときは、特に下記の「汚

染を拡散させない措置」が重要である。 

ボーリングにより試料採取を行うときは、汚染を拡散させない措置を

講じることが必要である。これは、改正後の法施行規則第４３条第２号

の措置を講じることを指す。 

土壌試料の採取の対象となった深度の範囲において、試料採取の際に

ボーリングコアを観察し、深度別の地層の状況の把握を行う。 

結果の評価は、検出範囲の全ての単位区画について第一種代表地点に

おける測定結果と同一であるとみなす。なお、同一検出範囲で複数の第



一種代表地点がある場合は、より濃度が高い結果を採用する。 

なお、個別にボーリング調査の結果が明らかになっている単位区画に

ついてはその結果を優先する。よって、旧指針と同様に、土壌ガスが検

出された全ての単位区画においてボーリング調査を実施した場合は、各

単位区画の調査結果により汚染状態を評価することができる。 

ウ 代表地点における地下水調査 

土壌ガスが検出された場合は、第一種代表地点で地下水調査を行う。

代表地点における地下水調査は、目的の深さの地下水を１回採水すれば

よいことから、恒久的な観測井を設置せずに地下水を採取する方法で行

うことも可能である。 

また、対策を見据え、法や条例における措置のための観測井を兼ねた

設置計画とすることが望ましい。通常、代表地点において土壌試料を採

取するためのボーリングと地下水調査のための井戸の設置は一連の作業

となる。このとき、地下水の存在する深度に合わせて、土壌調査を実施

していない深度についても、地層の状況を把握する。深度別の地層の状

況は、対象地の代表的な地層が把握できればよく、複数地点で行うこと

までは求めない。代表的な地層が把握できる地点として、例えば、第一

種代表地点のうち土壌ガス濃度が最大の地点が考えられる。 

対象物質は代表地点における土壌調査と同じであり、土壌ガスが検出

された特定有害物質の分解生成物及び親物質の調査も必要である。 

土壌汚染を原因とする地下水汚染では、一般には汚染物質が地表付近

から供給されるため、採取対象試料は、基本的に最初の帯水層（恒常的

に地下水が存在する宙水層又は第一帯水層）とするが、汚染の程度又は

地層の状況等により、より深い深度にある帯水層（第二帯水層以深）の

地下水の調査が必要と認められる場合はより深い位置にある帯水層の地

下水を採取する。第一種特定有害物質の場合は、汚染が深度方向に広が

りやすい性状であるため、汚染土壌と最初の帯水層が十分に離れていた

としても、地下水への影響が少ないとは言えないことから、地下水の採

取深度は地表から 10ｍまでに限定されないことに留意されたい。丘陵地

一種代表地点がある場合は、より濃度が高い結果を採用する。 

なお、個別にボーリング調査の結果が明らかになっている単位区画に

ついてはその結果を優先する。よって、旧指針と同様に、土壌ガスが検

出された全ての単位区画においてボーリング調査を実施した場合は、各

単位区画の調査結果により汚染状態を評価することができる。 

ウ 代表地点における地下水調査 

土壌ガスが検出された場合は、第一種代表地点で地下水調査を行う。

代表地点における地下水調査は、目的の深さの地下水を１回採水すれば

よいことから、恒久的な観測井を設置せずに地下水を採取する方法で行

うことも可能である。通常、代表地点において土壌試料を採取するため

のボーリングと地下水調査のための井戸の設置は一連の作業となる。こ

のとき、地下水の存在する深度に合わせて、土壌調査を実施していない

深度についても、地層の状況を把握する。深度別の地層の状況は、対象

地の代表的な地層が把握できればよく、複数地点で行うことまでは求め

ない。代表的な地層が把握できる地点として、例えば、第一種代表地点

のうち土壌ガス濃度が最大の地点が考えられる。 

対象物質は代表地点における土壌調査と同じであり、土壌ガスが検出

された特定有害物質の分解生成物及び親物質の調査も必要である。 

採取対象試料は、基本的に最初の帯水層（恒常的に地下水が存在する

宙水層又は第一帯水層）とするが、汚染の程度又は地層の状況等によ

り、より深い深度にある帯水層の地下水の調査が必要と認められる場合

はより深い位置にある帯水層の地下水を採取する。第一種特定有害物質

の場合は、汚染が深度方向に広がりやすい性状であるため、地下水の採

取深度は地表から 10ｍまでに限定されないことに留意されたい。また、

恒常的に地下水が存在する宙水層であるかは、季節や降雨によらず地下

水が存在するかを考慮して判断を行う。 

試料採取方法は、帯水層を代表して汚染状態を把握することができる

ように観測井又は打ち込み井戸を作製して採取することを基本とする。

ただし、その後、措置等で土地の改変が予定されている場合は、作製し



や台地のように地下水位が地表から比較的深い場合であっても、原則と

して採取する必要がある。また、恒常的に地下水が存在する宙水層であ

るかは、地形や地質等を踏まえた上で季節や降雨によらず地下水が存在

するかを考慮して判断を行う。季節変動については、少なくとも概ね３

ヶ月ごとに観測を行い、年間を通じた観測の結果により判断することが

望ましいが、観測期間を設けられない場合は、周辺の既存ボーリング柱

状図を参照する等して判断されたい。  

結果の評価は、検出範囲の全ての単位区画について第一種代表地点に

おける測定結果と同一であるとみなすこと、個別に地下水調査の結果が

明らかになっている単位区画についてはその結果を優先することは、代

表地点における土壌調査と同様である。 調査結果を取りまとめる際に

は、代表地点とそれ以外が区別できるように工夫されたい。  

なお、地下水を採取しない場合は、「代表地点における地下水調査の省

略」（指針第３ ２（11）エ）として扱うこととなる。この場合におい

て、後述の対象地境界における地下水調査の要否は、代表地点における

土壌調査の結果、溶出量基準を超過したか否かで変わり、土壌溶出量基

準超過がなければ、対象地境界の地下水調査は不要となる。 

また、代表地点で土壌溶出量基準を超過しなかった場合は、土壌の汚

染が確認されていないことから、汚染拡散防止対策は要しないが、条例

台帳は「調査省略による第二地下水基準超過」として調製されることと

なる。 

試料採取方法は、帯水層を代表して汚染状態を把握することができる

ように観測井又は打ち込み井戸を作製して採取することを基本とする。

ただし、その後、措置等で土地の改変が予定されている場合は、作製し

た井戸をすぐに取り除く必要が生じるため、ボーリング孔内にスクリー

ンを取り付けたケーシングを挿入し、一時的な採水井戸とすることがで

きる。 

打ち込み井戸又はボーリング孔は、比較的浅い帯水層の地下水の採取

に適している。スクリーン区間が短いため、対象とする特定有害物質の

た井戸をすぐに取り除く必要が生じるため、ボーリング孔内にスクリー

ンを取り付けたケーシングを挿入し、一時的な採水井戸とすることがで

きる。 

打ち込み井戸又はボーリング孔は、比較的浅い帯水層の地下水の採取

に適している。スクリーン区間が短いため、対象とする特定有害物質の

性質、帯水層の厚さ、地層の状況等を踏まえて、帯水層の汚染の状態を

評価するのに適切な深度にスクリーン部分を設定する。地下水位は季節

変動が見込まれるため、帯水層の底が深い位置にある土地においては、

採取深度の設定に十分な余裕を取るべきである。  

調査を行おうとする土地に既設井戸が存在する場合については、調査

地点及び深度が採取すべき地下水と一致する場合には利用することがで

きる。 

いずれの井戸を利用した場合でも、採水前にパージを実施する。な

お、水位の回復が極めて遅く、目安量（井戸内滞水量の３～５倍）のパ

ージを行うために数日を要することが判明したときは、それらの状況を

記録したうえで、可能な限りのパージを実施する。 

パージ水については下水放流に係る規制を遵守し、あるいは産業廃棄

物としての処理を行う。 

井戸の作製方法、パージの方法、採水方法及び採取後の試料の取扱い

については、法の調査対策ガイドライン（法第５条第１項の命令の場合

の特例による地下水調査の方法及び Appendix-7「地下水試料採取方

法」）を参照されたい。第一種特定有害物質の採水にあたっては、特に揮

発による損失を生じさせないための操作を要する。また、採取後の試料

についても、第一種特定有害物質の場合は揮発による損失を避けるた

め、ろ過しない。 

 

 

 

 



性質、帯水層の厚さ、地層の状況等を踏まえて、帯水層の汚染の状態を

評価するのに適切な深度にスクリーン部分を設定する。地下水位は季節

変動が見込まれること、第一種特定有害物質の性質から、帯水層の底面

に汚染がたまりやすいことから、帯水層の底が深い位置にある土地にお

いては、採取深度の設定に十分な余裕を取るべきである。  

調査を行おうとする土地に既設井戸が存在する場合については、調査

地点及び深度が採取すべき地下水と一致する場合には利用することがで

きる。 

いずれの井戸を利用した場合でも、採水前にパージを実施する。 

なお、水位の回復が極めて遅く、目安量（井戸内滞水量の３～５倍）

のパージを行うために数日を要することが判明したときは、それらの状

況を記録した上で、可能な限りのパージを実施する。 

パージ水については下水放流に係る規制を遵守し、あるいは産業廃棄

物としての処理を行う。 

井戸の作製方法、パージの方法、採水方法及び採取後の試料の取扱い

については、法の調査対策ガイドライン（法第５条第１項の命令の場合

の特例による地下水調査の方法及び Appendix-7「地下水試料採取方

法」）を参照されたい。第一種特定有害物質の採水に当たっては、特に揮

発による損失を生じさせないための操作を要する。また、採取後の試料

についても、第一種特定有害物質の場合は揮発による損失を避けるた

め、ろ過しない。 

エ 地下水等の状況 

地下水等の状況については、旧指針においても調査事項とされていた

が、その内容については改正により変更されている。 

溶出量基準を超える土壌が確認された場合、当該地点の下流側の地下

水の汚染が懸念される。特に、下流側に飲用に供する地下水の取水口が

あるときは、当該土壌汚染に対し、何らかの措置を要することになる。 

当該土壌汚染に起因する地下水の汚染が到達する範囲を推定するため

には、地下水流向、動水勾配、地質等に係る情報を要する。このため、

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ 地下水等の状況 

地下水等の状況については、旧指針においても調査事項とされていた

が、その内容については改正により変更されている。 

溶出量基準を超える土壌が確認された場合、当該地点の下流側の地下

水の汚染が懸念される。特に、下流側に飲用に供する地下水の取水口が

あるときは、当該土壌汚染に対し、何らかの措置を要することになる。 

当該土壌汚染に起因する地下水の汚染が到達する範囲を推定するため

には、地下水流向、動水勾配、地質等に係る情報を要する。このため、



指針において、地形図、地質図、ボーリング柱状図、東京都が公表して

いる地盤情報（例：東京都土木技術支援・人材育成センター「東京の地

盤（GIS 版）」）等の資料により、汚染が到達する範囲の把握に必要な情

報を把握することとした。 

なお、把握した情報を用いて、環境省が提供する「地下水汚染が到達

し得る距離の計算ツール」を利用することで、到達距離の参考となる値

を示すことができる。把握した情報が妥当なものであり、かつ、地下水

汚染が到達し得る距離の計算ツールにおいて適切に把握した情報を入力

したと認められる内容が調査報告書に添付されていた場合は、行政にお

いてもこの算定結果を採用することができる。調査義務者と行政との認

識にずれが生じないためにも、積極的に活用されたい。 

詳細は、環境省が提供する「地下水汚染が到達し得る距離の計算ツー

ルマニュアル」及び法の調査対策ガイドライン（Appendix-1「特定有害

物質を含む地下水が到達しうる範囲の考え方」中、 地下水汚染が到達し

得る距離の算定手法に係る内容）を参照されたい。 

なお、対象地内及びその周辺の井戸の分布、ストレーナーの深度、飲

用等の利用の状況、地下水の汚染の状況についての情報があれば、これ

らの情報についても把握することとしている。これらは旧指針の地下水

等の状況に係る調査の項目であったが、実態として情報が得られるケー

スが少なかったため、「情報があれば把握する」との位置づけに変更し

た。当該情報については、調査義務者や土地所有者、敷地の管理者が保

有しているものを把握することとし、調査受託者が行政機関へ照会する

等の積極的な収集を行うことは要しない。 

オ 対象地の境界付近における地下水調査 

イで土壌溶出量を超える汚染が確認され、かつ、ウで地下水基準を超

える汚染が確認された場合、周辺への地下水汚染の拡大の有無を確認す

るために対象地内の境界付近の地点（対象地境界）において地下水調査

を行うこととした。これは、旧指針において土壌ガスが検出された全地

点で行っていた地下水調査を代表地点に限るものとする代わりに、敷地

指針において、地形図、地質図、ボーリング柱状図、東京都が公表して

いる地盤情報（例：東京都土木技術支援・人材育成センター「東京の地

盤（GIS 版）」）等の資料により、汚染が到達する範囲の把握に必要な情

報を把握することとした。 

なお、把握した情報を用いて、環境省が提供する「到達距離算定ツー

ル」を利用することで、到達距離の参考となる値を示すことができる。

把握した情報が妥当なものであり、かつ、到達距離算定ツールにおいて

適切に把握した情報を入力したと認められる内容が調査報告書に添付さ

れていた場合は、行政においてもこの算定結果を採用することができ

る。調査義務者と行政との認識にずれが生じないためにも、積極的に活

用されたい。 

詳細は、調査対策ガイドライン（Appendix-1「特定有害物質を含む地

下水が到達しうる範囲の考え方」中、 地下水汚染が到達し得る距離の算

定手法に係る内容）を参照されたい。 

なお、対象地内及びその周辺の井戸の分布、ストレーナーの深度、飲

用等の利用の状況、地下水の汚染の状況についての情報があれば、これ

らの情報についても把握することとしている。これらは旧指針の地下水

等の状況に係る調査の項目であったが、実態として情報が得られるケー

スが少なかったため、「情報があれば把握する」との位置づけに変更し

た。当該情報については、調査義務者や土地所有者、敷地の管理者が保

有しているものを把握することとし、調査受託者が行政機関へ照会する

等の積極的な収集を行うことは要しない。 

 

オ 対象地の境界付近における地下水調査 

イで土壌溶出量を超える汚染が確認され、かつ、ウで地下水基準を超

える汚染が確認された場合、周辺への地下水汚染の拡大の有無を確認す

るために対象地内の境界付近の地点（対象地境界）において地下水調査

を行うこととした。これは、旧指針において土壌ガスが検出された全地

点で行っていた地下水調査を代表地点に限るものとする代わりに、敷地



外への汚染の流出の状況については把握することとしたものである。 

ここで、調査地点を調査対象区域の境界ではなく、また敷地境界でも

なく、「対象地境界」としたのは、仮に地下水汚染が確認された場合に、

対象地内であれば当該地下水汚染に対する措置を実施することが可能で

あるとの考えによる。対象地（改変箇所）が複数ある場合については、

それぞれの対象地ごとに対象地境界の地下水調査地点を設定するか、一

体として対象地境界を考えてよいかは変わってくる。仮に地下水汚染に

係る対策を行うとしたときに、対象地と対象地の間にある土地を対策の

対象としうるかどうかが、主たる判断の基準となる。一般的には、土壌

汚染の生じた地点から離れるほど地下水中の特定有害物質の濃度は低く

なると考えられるため、対象地の境界からより地下水基準超過のあった

地点に近い位置で対象地境界の地下水調査を行うことは差し支えない。

ただし、複数の対象地境界を設定する場合や対象地が広い場合を除き、

対象地境界の地下水調査の地点よりも地下水流向下流側に、溶出量基準

を超過した地点があることは、周辺への地下水汚染の拡大の有無の確認

の観点から不適切である。 

対象物質は、代表地点における地下水調査と異なり、ウの地下水調査

で地下水基準を超過した特定有害物質及びその分解生成物である。地下

水調査で基準を超過した物質が分解生成物であった場合の親物質の調

査、あるいは土壌のみで検出された特定有害物質の調査は要しない。 

調査地点は、地下水流向を踏まえ、周辺の地下水への影響を適切に把

握できる対象地境界で行う。原則として、地下水基準超過が確認された

地点の地下水流向下流側の対象地境界（臨海部等で流向が明確に変化す

る場合は、それぞれの下流側の対象地境界）で行う。ただし、地下水流

向が不明又は明確でない場合四方の対象地境界で行う。 

対象地が広く、汚染の下流側にあたる対象地境界の辺が長い場合に

は、おおむね 30ｍに１か所を目安に調査地点を設置し、地下水調査を行

う。 

対象地が狭い場合において、代表地点における地下水調査の調査地点

外への汚染の流出の状況については把握することとしたものである。 

ここで、調査地点を調査対象区域の境界ではなく、また敷地境界でも

なく、「対象地境界」としたのは、仮に地下水汚染が確認された場合に、

対象地内であれば当該地下水汚染に対する措置を実施することが可能で

あるとの考えによる。一般的には、土壌汚染の生じた地点から離れるほ

ど地下水中の特定有害物質の濃度は低くなると考えられるため、対象地

の境界からより地下水基準超過のあった地点に近い位置で対象地境界の

地下水調査を行うことは差し支えない。 

対象物質は、代表地点における地下水調査と異なり、ウの地下水調査

で地下水基準を超過した特定有害物質及びその分解生成物である。地下

水調査で基準を超過した物質が分解生成物であった場合の親物質の調

査、あるいは土壌のみで検出された特定有害物質の調査は要しない。 

調査地点は、地下水流向を踏まえ、周辺の地下水への影響を適切に把

握できる対象地境界で行う。原則として、地下水基準超過が確認された

地点の地下水流向下流側の対象地境界（臨海部等で流向が明確に変化す

る場合は、それぞれの下流側の対象地境界）で行う。ただし、地下水流

向が不明又は明確でない場合四方の対象地境界で行う。 

対象地が広く、汚染の下流側にあたる対象地境界の辺が長い場合に

は、おおむね 30ｍに１か所を目安に調査地点を設置し、地下水調査を行

う。 

対象地が狭い場合において、代表地点における地下水調査の調査地点

と対象地境界が同一の単位区画内にあるときは、代表地点における地下

水調査の方法で行った調査結果で対象地境界付近における地下水調査結

果として兼ねることができる。 

採取対象試料は、第一種代表地点で地下水汚染が確認された帯水層の

地下水とする。ここで、複数の帯水層で地下水汚染が確認され、これら

の帯水層ごとに地下水流向が異なるということが把握されている場合

は、それぞれの帯水層の下流側の対象地境界で当該帯水層の地下水採取

を行う。 



と対象地境界が同一の単位区画内にあるときは、代表地点における地下

水調査の方法で行った調査結果で対象地境界付近における地下水調査結

果として兼ねることができる。 

採取対象試料は、第一種代表地点で地下水汚染が確認された帯水層の

地下水とする。ここで、複数の帯水層で地下水汚染が確認され、これら

の帯水層ごとに地下水流向が異なるということが把握されている場合

は、それぞれの帯水層の下流側の対象地境界で当該帯水層の地下水採取

を行う。 

試料採取方法は、代表地点における地下水調査と同様である。 

（１０）第二種特定有害物質及び第三種特定有害物質に係る土壌及び地下水の

調査方法 （現行のとおり） 

ア 表層等の土壌調査 

調査対象物質のうち、第二種特定有害物質及び第三種特定有害物質は

次に定めるところにより調査する。方法は、法と整合を図ったものであ

り、詳細は法の調査対策ガイドラインを参照されたい。 

なお、汚染のおそれが生じた場所の位置が深いときは、試料採取にお

いてボーリングを実施することがある。このとき、ボーリングは汚染を

拡散させない措置を講じたボーリングにより行うことと、試料採取の際

にボーリングコアの観察により、地層の状況を把握する。 

調査区画は、全部対象区画の場合は全ての単位区画である。一部対象

区画の場合は、30メートル格子内にある一部対象区画が５区画以下であ

る場合は全区画で、６区画以上である場合は任意の５区画とする。 

試料採取地点は、調査区画の中心を原則とし、特定有害物質の種類ご

とに、汚染土壌が存在するおそれが多いと認められる部分がある場合

は、当該地点で行うこととする。 

なお、特定有害物質の種類ごとに「汚染土壌が存在するおそれが多い

と認められる部分」が同一の単位区画内に複数存在する場合には、土壌

汚染が存在するおそれがより多い地点で土壌の採取を行う。 

試料を採取しようとする地点の傾斜が著しい場合、使用中の構造物が

試料採取方法は、代表地点における地下水調査と同様である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１０）第二種特定有害物質及び第三種特定有害物質に係る土壌及び地下水の

調査方法 （略） 

ア 表層等の土壌調査 

調査対象物質のうち、第二種特定有害物質及び第三種特定有害物質は

次に定めるところにより調査する。方法は、法と整合を図ったものであ

り、詳細は調査対策ガイドラインを参照されたい。 

なお、汚染のおそれが生じた場所の位置が深いときは、試料採取にお

いてボーリングを実施することがある。このとき、ボーリングは汚染を

拡散させない措置を講じたボーリングにより行うことと、試料採取の際

にボーリングコアの観察により、地層の状況を把握する。 

調査区画は、全部対象区画の場合は全ての単位区画である。一部対象

区画の場合は、30メートル格子内にある一部対象区画が５区画以下であ

る場合は全区画で、６区画以上である場合は任意の５区画とする。 

試料採取地点は、調査区画の中心を原則とし、それぞれの特定有害物

質の種類ごとに、汚染土壌が存在するおそれが多いと認められる部分が

ある場合は、当該地点で行うこととする。 

なお、「汚染土壌が存在するおそれが多いと認められる部分」が同一の

単位区画内に複数存在する場合には、土壌汚染が存在するおそれがより

多い地点で土壌の採取を行う。 

試料を採取しようとする地点の傾斜が著しい場合、使用中の構造物が



存在し、その構造物の除去が調査後の土地利用に著しい支障をきたす場

合等、当該地点において試料の採取を行うことが困難な場合には、同じ

単位区画内の別の地点で試料の採取を行うことができる。試料採取を区

画の中心で行わなかったときは、その理由を調査報告書に記載する。 

採取対象試料は、地表から 10ｍまでにある土壌に限り、汚染のおそれ

が生じた場所の位置から深さ 50cm までの土壌を採取する。ただし、当該

汚染のおそれが生じた場所の位置が地表と同一の位置にある場合又は当

該汚染のおそれが生じた場所の位置が明らかでない場合には、表層の土

壌及び深さ５cm から 50cm までの土壌を採取し、これらの土壌を同じ重

量混合する。汚染のおそれの生じた場所の位置が複数の深度に存在する

ときは、それぞれの深度の土壌を採取する。 

分析の結果、一部対象区画において、30 メートル格子内で汚染土壌処

理基準を超えた場合は、当該 30 メートル格子内の全ての一部対象区画に

ついても調査を行う。このとき、溶出量基準を超えたときは土壌溶出量

を、含有量基準を超えたときは土壌含有量の調査を行う。 

イ 代表地点における地下水調査 

アにおいて溶出量基準を超える土壌が確認された場合は、代表地点に

おける地下水調査を行う。基本的な考え方は第一種特定有害物質の場合

と同じであるが、留意すべき点は次のとおりである。 

地下水調査で井戸を作製する際に、ボーリングコアを観察し、地層の

状況を把握する。第一種特定有害物質の代表地点における土壌調査や第

二種特定有害物質及び第三種特定有害物質の表層の土壌調査時に地層の

状況を把握している場合はその結果を用いることが可能である。 

調査地点は、次のとおりである。 

・ （必須）表層の土壌が第二溶出量基準を超えた単位区画 

・ （原則）30 メートル格子ごとに第二溶出量基準を超えた単位区画

を含めて土壌溶出量が最も高い１区画（第二溶出量基準以下で

あって同じ溶出量の単位区画が複数ある場合には、地下水流向

及び周辺の溶出量濃度の分布を考慮して地下水濃度が高いと考

存在し、その構造物の除去が調査後の土地利用に著しい支障をきたす場

合等、当該地点において試料の採取を行うことが困難な場合には、同じ

単位区画内の別の地点で試料の採取を行うことができる。試料採取を区

画の中心で行わなかったときは、その理由を調査報告書に記載する。 

採取対象試料は、地表から 10ｍまでにある土壌に限り、汚染のおそれ

が生じた場所の位置から深さ 50cm までの土壌を採取する。ただし、当該

汚染のおそれが生じた場所の位置が地表と同一の位置にある場合又は当

該汚染のおそれが生じた場所の位置が明らかでない場合には、表層の土

壌及び深さ５cm から 50cm までの土壌を採取し、これらの土壌を同じ重

量混合する。汚染のおそれの生じた場所の位置が複数の深度に存在する

ときは、それぞれの深度の土壌を採取する。 

分析の結果、一部対象区画において、30 メートル格子内で汚染土壌処

理基準を超えた場合は、当該 30 メートル格子内の全ての一部対象区画に

ついても調査を行う。このとき、溶出量基準を超えたときは土壌溶出量

を、含有量機銃を超えたときは土壌含有量の調査を行う。 

イ 代表地点における地下水調査 

アにおいて溶出量基準を超える土壌が確認された場合は、代表地点に

おける地下水調査を行う。基本的な考え方は第一種特定有害物質の場合

と同じであるが、留意すべき点は次のとおりである。 

地下水調査で井戸を作製する際に、ボーリングコアを観察し、地層の

状況を把握する。第一種特定有害物質の代表地点における土壌調査や第

二種特定有害物質及び第三種特定有害物質の表層の土壌調査時に地層の

状況を把握している場合はその結果を用いることが可能である。 

調査地点は、次のとおりである。 

・ （必須）表層の土壌が第二溶出量基準を超えた単位区画 

・ （原則）30 メートル格子ごとに第二溶出量基準を超えた単位区画

を含めて土壌溶出量が最も高い１区画（第二溶出量基準以下で

あって同じ溶出量の単位区画が複数ある場合には、地下水流向

及び周辺の溶出量濃度の分布を考慮して地下水濃度が高いと考



えられる１区画）内の地点 

・ （例外）汚染の原因から見て、地下水基準を超える地下水が存在

するおそれが当該範囲内で隣接する他の単位区画と比較して多

いと認められる地点が明確である場合には、第二溶出量基準を

超えた単位区画及び溶出量基準超過範囲ごとに、基準を超える

土壌が存在するおそれが当該範囲内で隣接する他の単位区画と

比較して多いと認められる単位区画内の地点。 

 「汚染の原因から見て、基準を超える地下水が存在するおそ

れが当該範囲内で隣接する他の単位区画と比較して多いと認め

られる地点が明確である場合」とは、特定有害物質を漏洩した

場所が存する区画や、より高濃度の材料を使用していた施設の

存する区画等であって、隣接する他の単位区画と比較して土壌

溶出量の値が大きい場合が考えられる。したがって、汚染のお

それが一様な場合や、汚染源が不明な場合には、30 メートル格

子ごとに第二溶出量基準を超えた単位区画を含めて土壌溶出量

が最も高い１区画内の地点で調査を行うことを原則とし、本規

定は、汚染源が明確な場合に用いることが適当である。 

 なお、「溶出量基準超過範囲」とは、溶出量基準を超えた単位

区画が連続する範囲であり、単位区画の４辺及び４頂点のいず

れかが他の単位区画と接していることをもって連続しているも

のとする。これは、土壌ガスの検出範囲と同様に考える。 

第一種特定有害物質とは異なり、採取した地下水試料は、ろ過す

る。 

第二種特定有害物質及び第三種特定有害物質の場合は、比較的汚染

が深度方向に広がりにくい性状であるため、汚染土壌と最初の帯水層

が十分離れており、かつ、推定される汚染の原因、汚染状況、地層等

を考慮して、地下水への影響が少ないと認められる場合は、地下水採

取を行わないことができることとした。具体的には、文献調査等によ

り対象地内の地下水位のうち最も高い位置にあるものを把握するとと

えられる１区画）内の地点 

・ （例外）汚染の原因から見て、地下水基準を超える地下水が存在

するおそれが当該範囲内で隣接する他の単位区画と比較して多

いと認められる地点が明確である場合には、第二溶出量基準を

超えた単位区画及び溶出量基準超過範囲ごとに、基準を超える

土壌が存在するおそれが当該範囲内で隣接する他の単位区画と

比較して多いと認められる単位区画内の地点。 

 「汚染の原因から見て、基準を超える地下水が存在するおそ

れが当該範囲内で隣接する他の単位区画と比較して多いと認め

られる地点が明確である場合」とは、特定有害物質を漏洩した

場所が存する区画や、より高濃度の材料を使用していた施設の

存する区画等であって、隣接する他の単位区画と比較して土壌

溶出量の値が大きい場合が考えられる。 なお、「溶出量基準超

過範囲」とは、溶出量基準を超えた単位区画が連続する範囲で

あり、単位区画の４辺及び４頂点のいずれかが他の単位区画と

接していることをもって連続しているものとする。これは、土

壌ガスの検出範囲と同様に考える。 

採取した地下水試料は、ろ過する。 

第二種特定有害物質及び第三種特定有害物質の場合は、比較的汚染

が深度方向に広がりにくい性状であるため、汚染土壌と最初の帯水層

が十分離れており、かつ、推定される汚染の原因、汚染状況、地層等

を考慮して、地下水への影響が少ないと認められる場合は、地下水採

取を行わないことができることとした。具体的には、文献調査等によ

り対象地内の地下水位のうち最も高い位置にあるものを把握するとと

もに、表層の土壌溶出量の値が高い地点（１地点以上）において深度

方向の土壌調査を行い、最も深い位置にある汚染土壌が最も浅い地下

水位から 10ｍ以上離れていることが確認されたときに、これを認める

こととする。ここで「10ｍ」としたのは、地下水位の季節変動等を加

味しても汚染土壌が帯水層に接することがなく、また浸透した場合で



もに、表層の土壌溶出量の値が高い地点（１地点以上）において深度

方向の土壌調査を行い、最も深い位置にある汚染土壌が最も浅い地下

水位から 10ｍ以上離れていることが確認されたときに、これを認める

こととする。ただし、ここで「10ｍ」としたのは、地下水位の季節変

動等を加味しても汚染土壌が帯水層に接することがなく、また浸透し

た場合でも地下水まで汚染が到達するおそれが少ないと考えられるも

のとして暫定的に設定したものであることから、汚染土壌と地下水が

どの程度離れていれば地下水採取を行わなくてよいとするかは、対象

地における汚染状態や地質条件に応じて総合的に判断することが適当

である。当然のこととして、工事等で強制的に水位を下げているとき

に測定した地下水位のデータは採用できない。 

また、次に掲げる土地のように、地下水位が深くても地下水への影

響が想定される土地にあっては、地下水調査を行う。 

・ 第二溶出量基準超過土壌が存在する場合 

・ 汚染のある個所が窪地になっている等地形からみて降雨浸透が著

しい場合 

・ 砂礫等の透水性の極めて高い地層が深度方向に続いている場合 

・ 対象地内に地下方向への汚染の到達を促進する構造物が存在する

場合 など 

地下水調査を行わないことができる要件に該当したことにより地下

水調査を行わなかった地点は、調査の省略ではなく、地下水の汚染が

ないものとして取扱う。この場合、土壌汚染状況調査結果報告書に地

下水調査を不要とした根拠を明記する。 

  ウ及びエ （現行のとおり） 

（１１）調査の省略 （現行のとおり） 

  アからエ （現行のとおり） 

オ 省略をした調査の追完 

ア、ウ又はエにより省略をした調査については、任意の時機に調査を

することができ、その結果に置き換えることができる。これにより、例

も地下水まで汚染が到達するおそれが少ないと考えられるものとして

暫定的に設定したものである。当然のこととして、工事等で強制的に

水位を下げているときに測定した地下水位のデータは採用できない。

また、次に掲げる土地のように、地下水位が深くても地下水への影響

が想定される土地にあっては、地下水調査を行う。 

・ 汚染のある個所が窪地になっている等地形からみて降雨浸透が著

しい場合 

・ 砂礫等の透水性の極めて高い地層が深度方向に続いている場合 

・ 対象地内に地下方向への汚染の到達を促進する構造物が存在する

場合 など 

地下水調査を行わないことができる要件に該当したことにより地下

水調査を行わなかった地点は、地下水の汚染がないものとして取扱

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ及びエ （略） 

（１１）調査の省略 （略） 

アからエ （略） 

オ 省略をした調査の追完 

ア、ウ又はエにより省略をした調査については、任意の時機に調査を

することができ、その結果に置き換えることができる。これにより、例



えば調査省略により対象地境界で第二地下水基準超過と評価された土地

であっても、対象地境界の地下水調査を追完して基準以下であることを

確認できれば、実施すべき措置のレベルを下げることができる。ただ

し、調査実施時点までに当該土地において土壌の移動や新たな汚染のお

それが生じた場合は、それらを考慮して調査を実施しなければならな

い。調査の追完において考慮すべき事項は、法の調査対策ガイドライン

を参照されたい。 

結果の報告は、調査を省略して報告した汚染状況調査に新たな調査結

果を追加した汚染状況調査の報告と解釈されたい。 

なお、表層土壌調査にて溶出量基準超過が確認されたが、地下水調査

は未実施の状態で土壌汚染状況調査報告書を提出した場合であっても、

土壌地下水汚染対策計画又は汚染拡散防止計画に基づく措置実施前に地

下水調査を報告した場合には、調査省略とは扱わないものとする。例と

して第 117 条第 2 項に基づく汚染状況調査であれば、第 117条第 3 項に

基づく汚染拡散防止計画書の提出前に、第 117 条第 2項の追完調査とし

て調査結果を提出するか、汚染拡散防止計画書に当該地下水調査結果を

添付する場合が該当する。この場合、条例台帳の地下水項目欄には、地

下水調査が報告されるまで、調査実施前と記載されることとなる。 

また、土壌地下水汚染対策計画書又は汚染拡散防止計画書提出時に地

下水調査を行っていないが、施工の手順としてまず地下水調査を行い、

その結果に応じた対策を行う計画の場合は、全ての汚染状態（第二地下

水基準超過、地下水基準超過、地下水基準適合）を想定した対策計画を

併記するものとする。地下水調査後は、調査結果に応じた対策を実施

し、土壌地下水汚染対策完了届出書又は汚染拡散防止措置完了届出書に

調査結果及び選択した対策結果を記載する。 

（１２）汚染状況調査の特例 

ア 法の土壌汚染状況調査の方法で行った場合の特例 （現行のとおり） 

イ 深度を限定して汚染状況調査を実施する場合の調査方法の特例 

法改正により、法第３条第８項及び第４条の規定による土壌汚染状況

えば調査省略により対象地境界で第二地下水基準超過と評価された土地

であっても、対象地境界の地下水調査を追完して基準以下であることを

確認できれば、実施すべき措置のレベルを下げることができる。ただ

し、調査実施時点までに当該土地において土壌の移動や新たな汚染のお

それが生じた場合は、それらを考慮して調査を実施しなければならな

い。調査の追完において考慮すべき事項は、法の調査対策ガイドライン

を参照されたい。 

結果の報告は、調査を省略して報告した汚染状況調査に新たな調査結

果を追加した汚染状況調査の報告と解釈されたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１２）汚染状況調査の特例 

ア 法の土壌汚染状況調査の方法で行った場合の特例 （略） 

イ 深度を限定して汚染状況調査を実施する場合の調査方法の特例 

法改正により、法第３条第８項及び第４条の規定による土壌汚染状況



調査においては、掘削深度に応じて調査深度を限定することが可能とな

った（以下、この規定による法の調査方法を「深度限定調査」とい

う。）。このため、条例の汚染状況調査のうち、掘削・改変を契機とする

場合（第 116 条第１項第２号、第 117 条第２項）又は任意の調査である

第 116 条の２第１項の場合は、調査の深度を限定することを可能とし

た。方法は、単位区画内の最も深い掘削深度を、法施行規則第４条第４

項にある「最大形質変更深さ」と読み替えて、アの法の土壌汚染状況調

査の方法で行った場合の特例を適用することとした。 

深度限定調査の適用を検討すべき場面としては、例えば次の場合など

が考えられる。 

・ 汚染のおそれの生じた位置の場所が旧地盤面の地表にあるが、工

事全体を通じて当該旧地盤面より１ｍ上の深度までしか掘削しな

いとき。 

・ 解体工事に伴う調査であって、現時点では掘削深度が浅いため深

度を限定し、後日更地にしたのち新たな土地利用の前に改めて深

度を限定しない調査を行うほうが効率的であるとき。 

なお、地下水調査は、土壌ガス検出又は土壌溶出量基準不適合の場合

に実施するものであることから、深度限定により調査区画としなかった

場合は、地下水調査の実施を要しない。一方で、試料採取深度を深度限

定した場合においても、土壌ガス検出又は土壌溶出量基準不適合が確認

された際には、地下水調査が必要となるので留意されたい。 

  ウ 過去に汚染状況調査を行った土地における第 116 条第１項の特例  

   （現行のとおり） 

エ 汚染の原因が専ら自然的条件によるものと認める要件及び調査方法の

特例 （現行のとおり） 

（ア）汚染の原因が専ら自然的条件によるものとして認める要件 

法施行規則第 65 条の４第１号の要件とほぼ同じである。 

ａ 汚染土壌処理基準を超過した特定有害物質が第二種特定有害物質

（シアン化合物を除く。）のみであること。 

調査においては、掘削深度に応じて調査深度を限定することが可能とな

った（以下、この規定による法の調査方法を「深度限定調査」とい

う。）。このため、条例の汚染状況調査のうち、掘削・改変を契機とする

場合（第 116 条第１項第２号、第 117 条第２項）又は任意の調査である

第 116 条の２第１項の場合は、調査の深度を限定することを可能とし

た。方法は、単位区画内の最も深い掘削深度を、法施行規則第４条第４

項にある「最大形質変更深さ」と読み替えて、アの法の土壌汚染状況調

査の方法で行った場合の特例を適用することとした。 

深度限定調査の適用を検討すべき場面としては、例えば次の場合など

が考えられる。 

・ 汚染のおそれの生じた位置の場所が旧地盤面の地表にあるが、工

事全体を通じて当該旧地盤面より１ｍ上の深度までしか掘削しな

いとき 

・ 解体工事に伴う調査であって、現時点では掘削深度が浅いため深

度を限定し、後日更地にしたのち新たな土地利用の前に改めて深

度を限定しない調査を行うほうが効率的であるとき 

 

 

 

 

 

ウ 過去に汚染状況調査を行った土地における第 116 条第１項の特例  

   （略） 

エ 汚染の原因が専ら自然的条件によるものと認める要件及び調査方法の

特例 （略） 

（ア）汚染の原因が専ら自然的条件によるものとして認める要件 

法施行規則第 65 条の４第１号の要件とほぼ同じである。 

ａ 汚染土壌処理基準を超過した特定有害物質が第二種特定有害物質

（シアン化合物を除く。）のみであること。 



第一種特定有害物質、第三種特定有害物質及びシアン化合物は、

自然的条件による汚染があり得ない。 

ｂ 当該範囲の土壌の特定有害物質による汚染状態が地質的に同質な

状態で広がっていること。 

地質的に同質であるとは、特定の地層に広く汚染がみられること

をいう。法の自然由来盛土等に相当する盛土部分の汚染も、地質的

に同質であると認めてよい。 

ｃ 当該範囲の土壌の特定有害物質による汚染状態が第二溶出量基準

以下であり、かつ、含有量基準以下であること。 

法では含有量基準以下であることを要件としていないが、これ

は、法において形質変更時要届出区域のみが自然由来特例区域にな

り得ること、含有量基準を超える場合はおおよそ人為由来とみなし

て差し支えないことから、要件とした。 

ｄ 当該範囲において人為若しくは水面埋立材に由来する汚染のおそ

れがないこと又は人為若しくは水面埋立材に由来する汚染のおそれ

がある土地であって、（４）から（１０）までの各項目の調査若しく

は法施行規則第３条から第１５条までに定める方法に準じた方法に

より調査した結果、当該範囲において人為若しくは水面埋立材に由

来する汚染が認められないこと。 

具体的には次のような場合である。 

・ 人為由来の汚染のおそれがなく、かつ水面埋立材由来の汚染の

おそれもないとき。 

・ 人為由来の汚染のおそれがあって汚染状況調査又は法の土壌汚

染状況調査（基本となる調査）を行ったが、人為由来及び水面

埋立材由来の汚染は確認されなかったとき。 

・ 水面埋立材由来の汚染のおそれがあって法の土壌汚染状況調査

（埋立地特例調査）を行ったが、人為由来及び水面埋立材由来

の汚染は確認されなかったとき。 

（イ）から（エ） （現行のとおり） 

第一種特定有害物質、第三種特定有害物質及びシアン化合物は、

自然的条件による汚染があり得ない。 

ｂ 当該範囲の土壌の特定有害物質による汚染状態が地質的に同質な

状態で広がっていること。 

地質的に同質であるとは、特定の地層に広く汚染がみられること

をいう。法の自然由来等盛土に相当する盛土部分の汚染も、地質的

に同質であると認めてよい。 

ｃ 当該範囲の土壌の特定有害物質による汚染状態が第二溶出量基準

以下であり、かつ、含有量基準以下であること。 

法では含有量基準以下であることを要件としていないが、これ

は、法において形質変更時要届出区域のみが自然由来特例区域にな

り得ること、含有量基準を超える場合はおおよそ人為由来とみなし

て差し支えないことから、要件とした。 

ｄ 当該範囲において人為若しくは水面埋立材に由来する汚染のおそ

れがないこと又は人為若しくは水面埋立材に由来する汚染のおそれ

がある土地であって、（４）から（１０）までの各項目の調査若しく

は法施行規則第３条から第１５条までに定める方法に準じた方法に

より調査した結果、当該範囲において人為若しくは水面埋立材に由

来する汚染が認められないこと。 

具体的には次のような場合である。 

・ 人為由来の汚染のおそれがなく、かつ水面埋立材由来の汚染の

おそれもないとき 

・ 人為由来の汚染のおそれがあって汚染状況調査又は法の土壌汚

染状況調査（基本となる調査）を行ったが、人為由来及び水面

埋立材由来の汚染は確認されなかったとき 

・ 水面埋立材由来の汚染のおそれがあって法の土壌汚染状況調査

（埋立地特例調査）を行ったが、人為由来及び水面埋立材由来

の汚染は確認されなかったとき 

（イ）から（エ） （略） 



オ 将来にわたって地下水の利用が見込まれない地域における地下水調査

の特例 （現行のとおり） 

（１３）調査猶予確認を受けた部分を含む土地における汚染状況調査の方法 

  （現行のとおり） 

ア 対象地、調査対象区域及び単位区画の設定 

調査猶予確認を受けた部分は、対象地に含まれない。従って、調査対

象区域にも含まれない。ただし、対象地の汚染のおそれの把握に必要な

ことから、（３）の情報の把握は調査猶予確認を受けた部分も対象として

実施する必要がある。 

 

 

イ 調査対象区域の調査区分及び調査区画 

調査猶予確認を受けた部分は調査対象区域に含まれていないことか

ら、調査区分も設定されない。ただし、将来的に調査猶予の確認を取り

消して汚染状況調査を実施する場合を見据えて、調査区分や調査区画を

予め設定し、単位区画としての評価が覆らないように調査計画を立案す

ることが望ましい。 

ウ 対象地境界における地下水調査 （現行のとおり） 

エ 第 116 条第３項に基づき確認が取り消された部分において汚染状況調

査を実施する場合 （現行のとおり） 

（ア）対象地、調査対象区域及び単位区画の設定 

調査猶予確認を取消された部分が対象地及び調査対象区域に追加さ

れる。起点、単位区画の区画線については、同一の工場等の敷地にお

ける一連の調査であることから、既に実施した第 116 条第１項の汚染

状況調査で用いたものを使うことを原則とする。  

 

 

（イ）調査対象区域の調査区分及び調査区画 

調査猶予確認を取消された部分の調査区分に応じて設定する。 

オ 将来にわたって地下水の利用が見込まれない地域における地下水調査

の特例 （略） 

（１３）調査猶予確認を受けた部分を含む土地における汚染状況調査の方法 

  （略） 

ア 対象地、調査対象区域及び単位区画の設定 

調査猶予確認を受けた部分は、対象地に含まれない。従って、調査対

象区域にも含まれない。ただし、対象地の汚染のおそれの把握に必要な

ことから、（３）の情報の把握は調査猶予確認を受けた部分も対象として

実施する必要がある。調査対象区域の中で単位区画を設定するため、例

えば調査猶予確認を受けた部分に接する区画を統合することは可能であ

る。 

イ 調査対象区域の調査区分及び調査区画 

調査猶予確認を受けた部分は調査対象区域に含まれていないことか

ら、調査区分も設定されない。 

 

 

 

ウ 対象地境界における地下水調査 （略） 

エ 第 116 条第３項に基づき確認が取り消された部分において汚染状況調

査を実施する場合 （略） 

（ア）対象地、調査対象区域及び単位区画の設定 

調査猶予確認を取消された部分が対象地及び調査対象区域に追加さ

れる。起点、単位区画の区画線については、同一の工場等の敷地にお

ける一連の調査であることから、既に実施した第 116 条第１項の汚染

状況調査で用いたものを使うことを原則とする。このとき、必要に応

じて統合した区画を解除する。統合を解除するときの評価について

は、（７）を参照のこと。  

（イ）調査対象区域の調査区分及び調査区画 

調査猶予確認を取消された部分の調査区分に応じて設定する。この



 

 

 

  

（ウ）対象地境界における地下水調査 （現行のとおり） 

オ 調査猶予確認中の土地で土壌ガス調査及び表層等の土壌調査を行う場  

 合 

調査猶予確認は、代表地点における土壌調査、地下水調査、対象地境

界における地下水調査が困難な土地であれば申請できる。このような土

地であっても、土壌ガス調査及び表層等の土壌調査の実施が可能な場合

は想定される。 

調査猶予確認中の土地で行った土壌ガス調査及び表層等の土壌調査の

結果は、調査猶予確認の取消に伴い実施したものとして扱う。よって、

取り消される予定の土地を対象地として、上記エの考え方に基づき実施

されていることが必要である。 

当該調査を実施した結果、調査猶予確認中の部分で土壌ガスが検出さ

れず、あるいは表層等の土壌において基準超過が確認されなかったとき

に、調査の実施が困難である理由がなくなったとして第 116条第２項の

変更届出を行い、ただし書確認の取消を受けることは差し支えない。 

 

 

 

 

（１４）汚染状況調査に係る経過措置 （現行のとおり） 

  ア （現行のとおり） 

  （ア）から（エ） （現行のとおり） 

  （オ）詳細調査 

ａ 第一種有害物質の詳細調査 

新指針の「第３ ２（９）イ 代表地点における土壌調査」「第３ 

とき、既に実施した第 116 条第１項の汚染状況調査において試料採取

等を行った単位区画であっても、汚染のおそれのより多い区分地が新

たな調査対象区域に含まれるのであれば、その地点で試料採取等を行

う必要がある。  

（ウ）対象地境界における地下水調査 （現行のとおり） 

オ 調査猶予確認中の土地で土壌ガス調査及び表層等の土壌調査を行う場  

 合 

調査猶予確認は、代表地点における土壌調査、地下水調査、対象地境

界における地下水調査が困難な土地であれば申請できる。このような土

地であっても、土壌ガス調査及び表層等の土壌調査の実施が可能な場合

は想定される。 

調査猶予確認中の土地で行った土壌ガス調査及び表層等の土壌調査の

結果は、調査猶予確認の取消に伴い実施したものとして扱う。よって、

取り消される予定の土地を対象地として、上記エの考え方に基づき実施

されていることが必要である。 

当該調査を実施した結果、調査猶予確認中の部分で土壌ガスが検出さ

れず、あるいは表層等の土壌において基準超過が確認されなかったとき

に、調査の実施が困難である理由がなくなったとして第 116条第２項の

変更届出を行い、ただし書確認の取消を受けることは差し支えない。 

特に、調査猶予確認中の部分において特定有害物質による新たな汚染

のおそれがなく、調査猶予確認を受けた部分に接する区画において汚染

状況調査が実施される場合には、当該調査の実施により単位区画として

の汚染状態を確定させることを検討されたい。 

（１４）汚染状況調査に係る経過措置 （略） 

  ア （略） 

  （ア）から（エ） （略） 

  （オ）詳細調査 

ａ 第一種有害物質の詳細調査 

新指針の「第３ ２（９）イ 代表地点における土壌調査」「第３ 



２（９）ウ 代表地点における地下水調査」「第３ ２（９）エ 地

下水等の状況」「第３ ２（９）オ 対象地境界における地下水調

査」に相当する。 

土壌調査については、旧指針の詳細調査の方法で行えば新指針の

土壌調査を満たすので、新指針と同等と判断してよい。 

詳細調査において地下水位が深いとして地下水を採取していなか

った場合であって、土壌溶出量が基準を超過しているときは、新指

針の代表地点における地下水調査を追加する必要がある。 

溶出量基準を超過した区画で地下水を採取し調査した結果につい

ては、各区画の調査結果を代表地点における地下水調査の結果とみ 

なしてよい。 

また、地下水流向下流側にあたる地点の調査結果を、対象地境界

における地下水調査の結果とみなしてよい。 

地下水等の状況については、旧指針の詳細調査において収集した

文献等を元に、新指針において求める考察を追加する。 

ｂ 第二種、第三種有害物質の詳細調査 

新指針の「第３ ２（１０）イ 代表地点における地下水調査」

「第３ ２（１０）ウ 地下水等の状況」「第３ ２（１０）エ 対

象地境界における地下水調査」に相当する。 

詳細調査において地下水位が深いとして地下水を採取していなか

った場合であって、土壌溶出量が基準を超過しているときは、詳細

調査の土壌調査により把握した汚染深度と地下水位との関係等を把

握し、地下水の採取を要しないことを明らかにするか、又は新指針

の代表地点における地下水調査を追加する必要がある。 

溶出量基準を超過した区画で地下水を採取し調査した結果につい

ては、各区画の調査結果を代表地点における地下水調査の結果とみ

なしてよい。 

また、地下水流向下流側にあたる地点の調査結果を、対象地境界

における地下水調査の結果とみなしてよい。 

２（９）ウ 代表地点における地下水調査」「第３ ２（９）エ 地

下水等の状況」「第３ ２（９）オ 対象地境界における地下水調

査」に相当する。 

土壌調査については、旧指針の詳細調査の方法で行えば新指針の

土壌調査を満たすので、新指針と同等と判断してよい。 

詳細調査において地下水位が深いとして地下水を採取していなか

った場合であって、土壌溶出量が基準を超過しているときは、新指

針の代表地点における地下水調査を追加する必要がある。 

溶出量基準を超過した区画で地下水を採取し調査した結果につい

ては、各区画の調査結果を代表地点における地下水調査の結果とみ 

なしてよい。 

また、地下水流向下流側にあたる地点の調査結果を、対象地境界

における地下水調査の結果とみなしてよい。 

地下水等の状況については、旧指針の詳細調査において収集した

文献等を元に、新指針において求める考察を追加する。 

ｂ 第二種、第三種有害物質の詳細調査 

新指針の「第３ ２（１０）イ 代表地点における地下水調査」

「第３ ２（１０）ウ 地下水等の状況」「第３ ２（１０）エ 対

象地境界における地下水調査」に相当する。 

詳細調査において地下水位が深いとして地下水を採取していなか

った場合であって、土壌溶出量が基準を超過しているときは、詳細

調査の土壌調査により把握した汚染深度と地下水位との関係等を把

握し、地下水の採取を要しないことを明らかにするか、又は新指針

の代表地点における地下水調査を追加する必要がある。 

溶出量基準を超過した区画で地下水を採取し調査した結果につい

ては、各区画の調査結果を代表地点における地下水調査の結果とみ

なしてよい。また。地下水流向下流側にあたる地点の調査結果を、

対象地境界における地下水調査の結果とみなしてよい。 

地下水等の状況については、旧指針の詳細調査において収集した



地下水等の状況については、旧指針の詳細調査において収集した

文献等を元に、新指針において求める考察を追加する。 

イ （現行のとおり） 

ウ 旧指針の方法により調査、対策等を行ったことのある土地において、

新たに調査契機が生じたときの取扱い  

過去に旧指針の方法により汚染状況調査及び汚染拡散防止措置を行っ

た土地において、新たに調査契機が生じたときは、次の（ア）及び

（イ）により取り扱う。 

なお、クロロエチレンが法及び条例の規制対象物質に追加される前に

実施された調査については、当該物質追加の際の法及び条例関係規程の

通知も確認されたい。 

（ア）過去に条例に基づく汚染状況調査を実施し、報告した後、土壌汚染

が残置されている区画 

過去の汚染状況調査の結果は指針「第３ ２（３）」により把握する

情報である。過去の汚染状況調査及び措置等の履歴を再度整理すると

ともに、新たに生じた汚染のおそれがあれば当該汚染のおそれに係る

汚染状況調査を行う。また、上記「ア 新指針の規定により行うべき

汚染状況調査を、施行の前に旧指針の方法により着手していた場合の

みなし（附則第２項）」の取扱いに準じて、過去の調査で不足している

調査項目を追加して実施する。 

（イ）過去に条例に基づき土壌汚染の除去を行っている区画 

  （現行のとおり） 

 

３ 詳細調査 

今回の改正により詳細調査は任意の調査と位置付けられ、汚染状況調査に

引き続き又は任意の時機に行うことができる。詳細調査の結果は、汚染状況

調査と同じ報告書内において、又は土壌地下水汚染対策計画書及び汚染拡散

防止計画書に添付する場合のいずれかにおいて報告をすることができる。 

詳細調査を実施する目的は、主に次の場合が想定される。 

文献等を元に、新指針において求める考察を追加する。 

 

イ （略） 

ウ 旧指針の方法により調査、対策等を行ったことのある土地において、

新たに調査契機が生じたときの取扱い 

過去に旧指針の方法により汚染状況調査及び汚染拡散防止措置を行っ

た土地において、新たに調査経過が生じたときは、次の（ア）及び

（イ）により取り扱う。 

なお、クロロエチレンが法および条例の規制対象物質に追加される前

に実施された調査については、当該物質追加の際の法および条例関係規

程の通知も確認されたい。 

（ア）過去に条例に基づく汚染状況調査を実施し、報告した後、土壌汚染

が残置されている区画 

過去の汚染状況調査の結果は指針「第３ ２（３）」により把握する

情報である。当該調査以降に新たに生じた汚染のおそれがあれば当該

汚染のおそれに係る汚染状況調査を行う。また、上記「ア 新指針の

規定により行うべき汚染状況調査を、施行の前に旧指針の方法により

着手していた場合のみなし（附則第２項）」の取扱いに準じて、過去の

調査で不足している調査項目を追加して実施する。 

 

（イ）過去に条例に基づき土壌汚染の除去を行っている区画 

  （略） 

 

３ 詳細調査 

今回の改正により詳細調査は任意の調査と位置付けられ、汚染状況調査に

引き続き又は任意の時機に行うことができる。詳細調査の結果は、汚染状況

調査と同じ報告書内において、又は土壌地下水汚染対策計画書及び汚染拡散

防止計画書に添付する場合のいずれかにおいて報告をすることができる。 

詳細調査を実施する目的は、主に次の場合が想定される。 



① 条例に基づく土壌地下水汚染対策計画の策定に当たり、措置の選択の

判断材料として、及び土壌汚染の除去等の措置を実施すべき汚染の範囲

を確定するため 

② 条例に基づく汚染拡散防止計画の策定にあたり、改変する深度までの

土壌の汚染状態を確認するため 

③ 汚染土壌を搬出するにあたり、搬出土の汚染状態を確定するため 

④ 対象地の汚染状況を詳細に把握しておくため 

それぞれの目的に応じて、調査内容が不足なく行われていることが必要で

あり、調査計画の段階から十分確認することが重要である。 

いずれも、条例の詳細調査の方法として規定しているものであり、法の詳

細調査又は認定調査の結果として用いることまでは意図していない。そのた

め法が同時に適用される土地においては、十分留意されたい。 

なお、詳細調査のとりまとめにおいては、東京都で作成した「指定調査機

関確認書」、「詳細調査（深度方向調査）結果報告シート」及び「届出に係る

東京都の標準様式」を活用されたい。 

（１）及び（２） （現行のとおり） 

 

第４ 計画の策定及び実施 

１ 土壌地下水汚染対策計画及び汚染拡散防止計画の目標 （現行のとおり） 

対策の目標は、土壌地下水汚染対策計画（以下「対策計画」という。）及び汚

染拡散防止計画のいずれも土壌汚染による人の健康に係る被害が生ずるおそれ

がない状態とすること、地下水汚染の拡大のない状態とすること及び汚染があ

る土地の改変に伴う汚染の拡散の防止をすることとした。 

対策計画は、土壌汚染の除去等の措置の指示の対象となる範囲を、必ず含める

必要がある。一方で、対象地内には指示の対象とはならない汚染状態（健康リ

スクがなく、一定濃度を超える汚染がない）の土地が混在することが考えられ

る。この際に、指示の対象となっていない範囲について、土壌汚染の除去等の

措置に伴って土地の改変を行う場合については、当該土地の改変の範囲に係る

汚染の拡散の防止についても対策計画の中に含めるものとする。 

① 条例に基づく土壌地下水汚染対策計画の策定にあたり、措置の選択の

判断材料として、及び土壌汚染の除去等の措置を実施すべき汚染の範囲

を確定するため。 

② 条例に基づく汚染拡散防止計画の策定にあたり、改変する深度までの

土壌の汚染状態を確認するため。 

③ 汚染土壌を搬出するにあたり、搬出土の汚染状態を確定するため。 

④ 対象地の汚染状況を詳細に把握しておくため。 

それぞれの目的に応じて、調査内容が不足なく行われていることが必要で

あり、調査計画の段階から十分確認することが重要である。 

いずれも、条例の詳細調査の方法として規定しているものであり、法の詳

細調査又は認定調査の結果として用いることまでは意図していない。そのた

め法が同時に適用される土地においては、十分留意されたい。 

 

 

 

（１）及び（２） （略） 

 

第４ 計画の策定及び実施 

１ 土壌地下水汚染対策計画及び汚染拡散防止計画の目標 （略） 

対策の目標は、土壌地下水汚染対策計画（以下、「対策計画」という）及び汚

染拡散防止計画のいずれも土壌汚染による人の健康に係る被害が生ずるおそれ

がない状態とすること、地下水汚染の拡大のない状態とすること及び汚染があ

る土地の改変に伴う汚染の拡散の防止をすることとした。 

対策計画は、土壌汚染の除去等の措置の指示の対象となる範囲を、必ず含める

必要がある。一方で、対象地内には指示の対象とはならない汚染状態（健康リ

スクがなく、一定濃度を超える汚染がない）の土地が混在することが考えられ

る。この際に、指示の対象となっていない範囲について、土壌汚染の除去等の

措置に伴って土地の改変を行う場合については、当該土地の改変の範囲に係る

汚染の拡散の防止についても対策計画の中に含めるものとする。 



なお、対策計画及び汚染拡散防止計画の策定においては、東京都で作成した

「土壌汚染対策計画確認シート」、「土壌地下水汚染対策計画書及び汚染拡散防

止計画書（要対策区域を除く）確認シート」、「汚染土壌の区域外（敷地外）搬

出確認シート」及び「届出に係る東京都の標準様式」を活用されたい。 

 

２ 対策計画の策定及び実施 （現行のとおり） 

（１）汚染の状況 

汚染状況調査の結果並びに規則第 54 条第３項（要対策区域に係る要件）

及び規則第 55条の２（地下水汚染拡大防止区域に係る要件）の該当の有無

等により、汚染が確認された対象地について、特定有害物質の種類ごと

に、要対策区域、地下水汚染拡大防止区域及び要管理区域に区分すること

とした。拡散防止措置を実施する際に追加で調査を実施する場合は、当該

調査の結果も考慮して区域を設定する。条例におけるこれらの区域の考え

方は法における要措置区域及び形質変更時要届出区域の考え方とは異なっ

ており、同じ区画で複数の区域に同時に該当することもあり得る。例え

ば、健康リスクがあり、かつ第二溶出量基準を超える土壌又は第二地下水

基準を超える地下水が存在する場合には要対策区域と地下水汚染拡大防止

区域の両方に該当することとなる。 

また、法のように告示による指定及び解除を行い土地に規制をかけるも

のでなく、対策計画及び拡散防止計画において、対策の範囲や内容を検討

するに当たって土地の汚染状態及び必要な措置を示す「呼称」という位置

付けである。 

  アからウ （現行のとおり） 

（２）土壌汚染の除去等の措置の範囲 （現行のとおり） 

（３）土壌汚染の除去等の措置の方法及びその選択理由 

土壌汚染の除去等の措置の方法の種類は、指針の別表に掲げる 10 種類の

措置の方法である。措置の方法の選定に当たっては、サステナブル・レメ

ディエーション（ＳＲ）の観点を取り入れ、持続可能な土壌汚染対策の促

進に向け、環境面、経済面及び社会面への影響を考慮するよう努め、必要

 

 

 

 

 

２ 対策計画の策定及び実施 （略） 

（１）汚染の状況 

汚染状況調査の結果並びに規則第 54 条第３項及び規則第 55条の２の該

当の有無等により、汚染が確認された対象地について、特定有害物質の種

類ごとに、要対策区域、地下水汚染拡大防止区域及び要管理区域に区分す

ることとした。条例におけるこれらの区域の考え方は法における要措置区

域及び形質変更時要届出区域の考え方とは異なっており、同じ区画で複数

の区域に同時に該当することもあり得る。例えば、健康リスクがあり、か

つ第二溶出量基準を超える土壌又は第二地下水基準を超える地下水が存在

する場合には要対策区域と地下水汚染拡大防止区域の両方に該当すること

となる。また、法のように告示による指定及び解除を行い土地に規制をか

けるものでなく、対策計画及び拡散防止計画において、対策の範囲や内容

を検討するにあたって土地の汚染状態及び必要な措置を示す「呼称」とい

う位置づけである。 

 

 

 

アからウ （略） 

（２）土壌汚染の除去等の措置の範囲 （略） 

（３）土壌汚染の除去等の措置の方法及びその選択理由 

土壌汚染の除去等の措置の方法の種類は、指針の別表に掲げる 10 種類の

措置の方法である。措置の方法の選定にあたっては、サステナブル・レメ

ディエーション（ＳＲ）の観点を取り入れ、環境面、経済面及び社会面へ

の影響を考慮するよう努め、必要に応じて関係者とともに検討することと



に応じて関係者とともに検討することとした。ここで、本項目でいう関係

者とは、例えば、施工者、土地の所有者、開発事業者、近隣住民等が考え

られ、実施する土地の状況及びその後の土地利用計画等も踏まえ、事案の

状況ごとに検討する。 

また、今回の改正により「措置の選択理由」の記載を必須とした。これ

は、措置の選択に当たっては、複数の方法を比較し、対策後の土地利用計

画、コスト、工期、環境負荷、関係者の意見等の多角的な観点から検討し

た上で、より合理的な措置を選択することが望ましいことを踏まえ、措置

実施者によるこういった検討を促す主旨で設けたものである。条例におけ

る対策の目標は、「１ 土壌地下水汚染対策計画及び汚染拡散防止計画の目

標」のとおりであり、必ずしも掘削除去をする必要はないことを考慮した

上で、「措置の選択理由」を記載するに当たっては、その後の土地利用計

画、コスト、工期、環境負荷、関係者の意見等の複数の視点から検討した

内容を記載する。以下に、記載例を示すので、参考にされたい。 

検討の視点 記載例 

技術面 「対象地で適用可能な工法を比較検討した結果、施

工可能な措置が当該措置しかなかったため」 

土地取引・土

地利用 

「今後の土地利用において地下構造物を構築するた

め、工事範囲の汚染土壌の除去が必要であるため」 

「土地返還時の条件として原状復帰が求められてい

るため。」 

コスト 「複数工法を比較検討した結果、当該措置が最も費

用対効果が高いと考えられたため」 

工期 「この後の土地開発計画のスケジュール上、６か月

以内に土壌汚染対策工事を完了させる必要があり、

それを満たす工法が当該措置のみであったため」 

環境負荷 「複数の工法における環境負荷を試算したところ、

この工法が最も負荷が小さかったため」 

した。ここで、本項目でいう関係者とは、例えば、施工者、土地の所有

者、開発事業者、近隣住民等が考えられ、実施する土地の状況及びその後

の土地利用計画等も踏まえ、事案の状況ごとに検討する。 

また、今回の改正により「措置の選択理由」の記載を必須とした。これ

は、措置の選択に当たっては、複数の方法を比較し、対策後の土地利用計

画、コスト、工期、環境負荷、関係者の意見等の多角的な観点から検討し

たうえで、より合理的な措置を選択することが望ましいことを踏まえ、措

置実施者によるこういった検討を促す主旨で設けたものである。そのた

め、「措置の選択理由」を記載するに当たっては、その後の土地利用計画、

コスト、工期、環境負荷、関係者の意見等の複数の視点から検討した内容

を記載する。以下に、記載例を示すので、参考にされたい。 

 

 

 

検討の視点 記載例 

技術面 「対象地で適用可能な工法を比較検討した結果、施

工可能な措置が当該措置しかなかったため」 

土地取引・土

地利用 

「今後の土地利用において地下構造物を構築するた

め、工事範囲の汚染土壌の除去が必要であるため」 

「土地返還時の条件として原状復帰が求められてい

るため。」 

コスト 「複数工法を比較検討した結果、当該措置が最も費

用対効果が高いと考えられたため」 

工期 「この後の土地開発計画のスケジュール上、６か月

以内に土壌汚染対策工事を完了させる必要があり、

それを満たす工法が当該措置のみであったため」 

環境負荷 「複数の工法における環境負荷を試算したところ、

この工法が最も負荷が小さかったため」 



関係者の合意 「土地所有者、開発者、周辺住民等の関係者で意見

交換を行った結果、周辺住民の生活影響の低減が重

視され、関係者間でこの措置の実施について合意が

得られたため。」 

 

措置を実施するに当たり、汚染の範囲を確定させる必要がある場合に

は、平面方向及び深度方向の必要な部分について追加で調査を実施して汚

染範囲を確定する。例えば、汚染土壌の掘削による除去を実施し汚染土壌

を全量取り除く場合や、原位置浄化を実施する場合等がこれに当たる。 

ここで、「汚染範囲を確定」するとは、平面方向においては、汚染状況調

査の結果に基づく単位区画ごとの汚染の評価が基本となるが、単位区画内

のいわゆる絞込み調査（以下「平面絞込み調査」という。）を追加で実施す

ることが考えられる。平面絞込み調査は、対策範囲を確定させるもので、

地歴調査結果等を踏まえて実施する必要がある。このため、単位区画内で

汚染のおそれが一様である場合等、平面絞込み調査が成立しない場合も想

定される。 

また、試料採取等地点は、地歴を踏まえて措置対象範囲の境界となりえ

る地点とすることを原則とする。 

なお、平面絞込み調査は、法令に規定のない調査であることから限定的

に認めるものとし、調査方法等の詳細についてあらかじめ行政窓口に相談

しておくことが望ましい。  

深度方向については、原則として汚染が確認された深度より深い深度に

おいて地表から深さ１ｍごとの連続する２以上の深度で汚染が認められな

かった場合、最初に汚染が認められなかった深度までが汚染の範囲とな

る。 

また、汚染の深さを設定した後、汚染が認められた深度と最初に汚染が

認められなかった深度との間において汚染の深さを絞り込むことも可能で

ある。これを「深度絞込み調査」という。平面絞込み調査を行っている場

関係者の合意 「土地所有者、開発者、周辺住民等の関係者で意見

交換を行った結果、周辺住民の生活影響の低減が重

視され、関係者間でこの措置の実施について合意が

得られたため。」 

 

措置を実施するにあたり、汚染の範囲を確定させる必要がある場合に

は、平面方向及び深度方向の必要な部分について追加で調査を実施して汚

染範囲を確定する。例えば、汚染土壌の掘削による除去を実施し汚染土壌

を全量取り除く場合や、原位置浄化を実施する場合等がこれにあたる。 

ここで、「汚染範囲を確定」するとは、平面方向においては、汚染状況調

査の結果に基づく単位区画ごとの汚染の評価が基本となるが、単位区画内

のいわゆる絞込み調査を追加で実施することが考えられる。  

深度方向については、原則として汚染が確認された深度より深い深度に

おいて地表から深さ１ｍごとの連続する２以上の深度で汚染が認められな

かった場合、最初に汚染が認められなかった深度までが汚染の範囲とな

る。また、汚染の深さを設定した後、汚染が認められた深度と最初に汚染

が認められなかった深度との間において汚染の深さを絞り込むことも可能

である。 

なお、汚染状態が確定していない範囲の土壌を掘削し搬出する場合に

は、汚染土壌として取り扱う必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 



合は、絞り込んだ地点においても、汚染状況調査地点と同手順で詳細調査

を行ってから深度絞込み調査を行うことが望ましい。 

なお、汚染状態が確定していない範囲の土壌を掘削し搬出する場合に

は、汚染土壌として取り扱う必要がある。これは汚染が深度方向にどこま

で拡散しているか確定していない中で、搬出行為による汚染拡散を防止す

るためである。一方で、２深度連続で基準適合が確認された以深の分析を

行っていない土壌を搬出する場合には、汚染土壌として取り扱う必要はな

い。 

ア 区域ごとの措置の方針 （現行のとおり） 

イ 土壌汚染の除去等の措置の方法の選定 （現行のとおり） 

（ア）要対策区域 

法の要措置区域で適用できる措置と同様の措置の方法が選定でき

る。溶出量基準を超え、かつ、地下水基準を超えている場合において

は、汚染された地下水が飲用井戸等に到達しないように、汚染源を除

去するか、封じ込めを行う必要がある。土壌溶出量基準を超え、か

つ、地下水基準を超過していない場合には、地下水の水質の継続の監

視を選択できる。 

（イ）地下水汚染拡大防止区域 

要対策区域で選択できる措置の方法に加えて、一定濃度を超える汚

染に対応することを目的とした措置の方法が選定できるよう設定され

ている。地下水汚染拡大防止区域については、飲用井戸等の有無に関

わらず対象地から第二地下水基準を超える地下水が拡散しないように

する必要があることから、対象地境界において地下水が第二地下水基

準を超えている場合においては、対象地外へ拡散しないように一定濃

度の汚染を除去するか、封じ込めを行う必要がある。対象地境界にお

いて地下水が第二地下水基準を超過していない場合には、地下水の水

質の継続の監視を選択できる。 

地下水の水質の継続の監視以外の措置の方法を選定した場合には、

措置が実施されるまでの間及び措置実施中の第二地下水基準を超える

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 区域ごとの措置の方針 （略） 

イ 土壌汚染の除去等の措置の方法の選定 （略） 

（ア）要対策区域 

法の要措置区域で適用できる措置と同様の措置の方法が選定でき

る。溶出量基準を超えている場合においては、対象地内の地下水の汚

染状態が地下水基準を超過していない場合には、地下水の水質の継続

の監視を選択できる。 

 

 

（イ）地下水汚染拡大防止区域 

要対策区域で選択できる措置の方法に加えて、一定濃度を超える汚

染に対応することを目的とした措置の方法が選定できるよう設定され

ている。地下水汚染拡大防止区域については、地下水の水質の継続監

視以外の措置の方法を選定した場合には、措置が実施されるまでの間

及び措置実施中の周辺の地下水への影響を把握するために、地下水の

水質の継続監視の実施を必須とした。 すなわち、選定した措置の方法

と併用して、措置の実施期間中、対象地境界において地下水の水質の

継続監視が必要となる。 

なお、水質の測定頻度は指針 第４ ２（３）ウ（カ）に従って実

施する。このとき、措置実施前の段階で第二地下水基準を超過してい

る場合もあるが、ここで地下水の水質の継続監視を併用して実施する



地下水の拡散の有無を把握するために、地下水の水質の継続監視の実

施を必須とした。 すなわち、選定した措置の方法と併用して、措置の

実施期間中、対象地境界において地下水の水質の継続監視が必要とな

る。 

なお、水質の測定頻度は指針 第４ ２（３）ウ（カ）に従って実

施する。このとき、措置実施前の段階で第二地下水基準を超過してい

る場合もあるが、ここで地下水の水質の継続監視を併用して実施する

ことの目的は、第二地下水基準以下であることを確認することではな

く、地下水の濃度の傾向と水位等を把握し、実施している措置の効果

を確認するために実施するものである。そのため、直ちに第二地下水

基準に適合させることを強いるものではないが、措置の完了の要件

で、対象地境界において第二地下水基準に適合することが求められる

ことから、地下水汚染拡大防止区域の措置の実施に伴い対象地境界で

第二地下水基準に適合するよう対応していくことが必要となる。 

（ウ）要管理区域 （現行のとおり） 

ウ 措置の方法の内容 

法との整合等の観点から措置の方法の種類を旧指針から一部追加し

た。追加した措置の方法は、一定濃度を超える土壌汚染の除去、地下

水汚染の拡大の防止、地下水の水質の継続監視及び立入禁止の４種類

である。措置の方法の内容については法施行規則別表第８と基本的に

同様であるため、措置実施に当たっての留意点等の詳細は法の調査対

策ガイドラインを参照されたい。一部条例独自で定めているものにつ

いては、次に示す内容に留意されたい。 

なお、各措置において、「汚染土壌以外の土壌」を埋め戻し等に用い

る場合は、対象地内の基準適合土壌、地歴調査の結果、汚染のおそれ

のなかった土地の土壌又は外部から持ち込む場合は法施行規則第 40条

第２項第３号の環境大臣が定める方法（平成 31年環境省告示第６号。

以下「環告６号」という。） に基づいて分析を実施した土壌を使用す

ること。 

ことの目的は、第二地下水基準以下であることを確認することではな

く、地下水の濃度の傾向と水位等を把握し、実施している措置の効果

を確認するために実施するものである。そのため、直ちに第二地下水

基準に適合させることを強いるものではないが、措置の完了の要件

で、対象地境界において第二地下水基準に適合することが求められる

ことから、地下水汚染拡大防止区域の措置の実施に伴い対象地境界で

第二地下水基準に適合するよう対応していくことが必要となる。 

 

 

 

 

 

 

 

（ウ）要管理区域 （略） 

ウ 措置の方法の内容 

法との整合等の観点から措置の方法の種類を旧指針から一部追加し

た。追加した措置の方法は、一定濃度を超える土壌汚染の除去、地下

水汚染の拡大の防止、地下水の水質の継続監視及び立入禁止の４種類

である。措置の方法の内容については法施行規則別表第８と基本的に

同様であるため、措置実施にあたっての留意点等の詳細は法の調査対

策ガイドラインを参照されたい。一部条例独自で定めているものにつ

いては、以下に示す内容に留意されたい。 

なお、各措置において、「汚染土壌以外の土壌」を埋め戻し等に用い

る場合は、対象地内の基準適合土壌又は外部から持ち込む場合は法施

行規則第４０条第２項第３号の環境大臣が定める方法（平成３１年環

境省告示第６号） に基づいて分析を実施した土壌を使用すること。 

 

 



（ア）土壌汚染の除去 

１）汚染土壌の掘削による除去 

 汚染土壌のある範囲及び深さ、その他の土壌汚染の状況をボーリ

ングによる土壌の採取及び測定その他の方法により把握し、当該範

囲をバックホウその他の掘削機械により掘削除去した上で、外部搬

入土や敷地内の汚染土壌以外の土壌で埋め戻しを行う。 

埋戻し土の品質管理基準は、環告６号に基づいて分析を実施した

土壌を使用することを原則とし、措置と連続して建築工事等を行う

場合は埋戻しは要さない。掘削した汚染土壌を不溶化して土壌溶出

量基準以下とした土壌の埋め戻しは汚染土壌の掘削による除去には

該当せず、「不溶化埋め戻し」措置に該当することとなる。 

なお、掘削した汚染土壌は場外の汚染土壌処理施設あるいは場内

でのオンサイト浄化等により適正に処理する。場外へ汚染土壌の搬

出を伴う行為は、他の措置に比較して周辺環境への影響も大きくな

る可能性があり、周辺環境の保全対策等について十分検討した上で

実施を決定する必要がある。 

２）原位置浄化による除去 

原位置での浄化は、土壌溶出量基準を超える汚染状態にある土壌

がその場所にある状態で抽出又は分解その他の方法により当該土壌

中から対象となる特定有害物質を除去する必要がある。不溶化によ

り土壌溶出量基準以下の土壌とすることはこれに該当せず、「原位置

不溶化」措置に該当することとなる。適用に当たっては、まず土壌

溶出量を超える汚染状態にある土壌のある範囲及び深さについて、

ボーリングによる土壌の採取及び測定その他の方法により把握する

ことが必要である。 

原位置浄化による浄化計画の策定に当たっては、浄化手法、具体

的な適用性及び浄化期間等について十分に検討する。浄化手法の選

定に当たっては、まず対象とする特定有害物質の浄化が可能である

ことを事前の適用可能性試験や実績等により確認することが基本と
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なる（法の調査対策ガイドライン（Appendix-22「汚染除去等計画を

作成するに当たって、汚染の除去等の処理方法の適用性を確認する

方法」）を参照）。次に浄化効果と周辺環境への影響の両面の検討を

行うため、汚染の状況（土壌溶出量、土壌含有量、地下水濃度）、土

壌の性質（土壌の粒径や密度等の物理的性質、圧密特性等の土質力

学的性質、特定有害物質の吸着性）、原地盤の性質（土層構成、透水

性）等について調査・確認することも必要となる。 

原位置浄化の適用に当たっては、原位置浄化の性質上、一般的に

措置の完了まで比較的時間がかかること、浄化が均一には進まない

おそれがあることを念頭において検討を進めることが必要である。

また、原位置浄化は、敷地面積が小さく、掘削機械が入らない土地

や汚染深度が深い場合等に有効である。 

（イ）一定濃度を超える土壌汚染の除去 

一定濃度を超える土壌汚染の除去は、地下水汚染拡大防止区域に

おいて実施する措置の方法として、第二溶出量基準を超える部分の

みの汚染土壌を掘削除去又は原位置浄化を行う場合や、第二地下水

基準を超える地下水を浄化する場合があることが想定されるため新

たに設けたものである。この場合の掘削除去及び原位置浄化の実施

方法については、土壌汚染の除去と同様であり、対象とする土壌が

第二溶出量基準超過の範囲のみであるか溶出量基準超過の範囲まで

であるかの違いのみである。この際の対策深度の考え方は、例えば

詳細調査において深度２ｍ、３ｍ及び４ｍにおいて第二溶出量基準

超過が確認された場合、第二溶出量基準超過の土壌を全て除去する

ためには深度１ｍから５ｍまでの土壌について対策を行う必要があ

る。ただし、深度１ｍと２ｍの間又は４ｍと５ｍの間で絞り込み調

査を実施し、第二溶出量基準に適合していることが確認されていれ

ばその深度までとなる。 

また、第二溶出量基準に着目した平面絞込み調査も有効である。  

第二溶出量基準を超える汚染土壌の掘削による除去の場合には、

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ア）一定濃度を超える土壌汚染の除去 

一定濃度を超える土壌汚染の除去は、地下水汚染拡大防止区域に

おいて実施する措置の方法として、第二溶出量基準を超える部分の

みの汚染土壌を掘削除去又は原位置浄化を行う場合や、第二地下水

基準を超える地下水を浄化する場合があることが想定されるため新

たに設けたものである。この場合の掘削除去及び原位置浄化の実施

方法については、土壌汚染の除去と同様であり、対象とする土壌が

第二溶出量基準超過の範囲のみであるか溶出量基準超過の範囲まで

であるかの違いのみである。この際の対策深度の考え方は、例えば

詳細調査において深度２ｍ、３ｍ及び４ｍにおいて第二溶出量基準

超過が確認された場合、第二溶出量基準超過の土壌を全て除去する

ためには深度１ｍから５ｍまでの土壌について対策を行う必要があ

る。ただし、深度１ｍと２ｍの間又は４ｍと５ｍの間で絞り込み調

査を実施し、第二溶出量基準に適合していることが確認されていれ

ばその深度までとなる。  

第二溶出量基準を超える汚染土壌の掘削による除去の場合には、

掘削後に掘削された場所を第二溶出量基準を超える汚染土壌以外の



掘削後に掘削された場所を第二溶出量基準を超える汚染土壌以外の

土壌で埋め戻すことになる。この際には、第二溶出量基準に適合し

ている対象地内の汚染土壌を用いることもできるが、実施に当たっ

ては、指針 第４ ２（３）エ又は３（３）アの措置の実施の基準

を遵守する必要があることから、汚染土壌が帯水層に接しないこと

などの飛散等を防止するための措置を講ずる必要があることに留意

されたい。 

（ウ）封じ込め 

１）原位置封じ込め 

  原位置封じ込めは、土壌溶出量基準を超える汚染状態にある範

囲の側面を囲み、当該土壌の下にある不透水層（厚さが５ｍ以上

であり、かつ、透水係数が 1×10-7 ｍ／秒（岩盤にあっては、ル

ジオン値が１）以下である地層又はこれと同等以上の遮水の効力

を有する地層をいう）のうち、最も浅い位置にあるものの深さま

で、鋼矢板その他の遮水の効力を有する構造物（以下「遮水壁」

という）を設置するものである。 

本措置は第二溶出量基準以下の汚染土壌について適用できるこ

ととしており、第二溶出量基準を超える汚染土壌に本措置を適用

する場合には、第二溶出量基準に適合させる必要がある。第二溶

出量基準に適合しない汚染状態にある土地にあっては、当該土地

の汚染土壌を特定有害物質が水に溶出しないように性状を変更す

る方法、土壌中の気体又は地下水に含まれる特定有害物質を抽出

又は分解する方法その他の方法により、第二溶出量基準に適合す

る汚染状態にある土地とする方法がある。 

この範囲の土地の上面を、厚さが 10 cm 以上のコンクリート又

は厚さが３ cm 以上のアスファルトにより覆うことが必要であ

る。上部の土地利用の関係上この覆いの損壊を防止するための措

置が必要となる場合等、表面をコンクリート又はアスファルトと

することが適当でないと認められる用途に用いられている土地で

土壌で埋め戻すことになる。この際には、第二溶出量基準に適合し

ている対象地内の汚染土壌を用いることもできるが、実施にあたっ

ては、指針 第４ ２（３）エ又は３（４）エの措置の実施の基準

を遵守する必要があることから、汚染土壌が帯水層に接しないこと

などの飛散等を防止するための措置を講ずる必要があることに留意

されたい。 

 

（新設） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



ある場合には、必要に応じ覆いの表面を汚染土壌以外の土壌によ

り覆う。 

これらは、当該範囲の上面から雨水が浸透しないようにするた

めであり、十分な遮水効力及び措置実施後の上部の利用用途によ

り破損しないような十分な強度を保つことが必要である。その方

法として必要に応じて覆いの厚さを増すことや路盤材により補強

することが考えられる。 

２）遮水工封じ込め 

遮水工封じ込めは、ボーリングによる土壌の採取及び測定その

他の方法により汚染土壌のある範囲及び深さその他の土壌汚染の

状況を把握し、土壌溶出量基準を超える汚染状態にある土壌を掘

削した上で、当該土地に地下水の浸出を防止するための構造物を

設置し、当該構造物の内部に掘削した土壌溶出量基準を超える汚

染状態にある土壌を埋め戻すことにより、土壌溶出量基準を超え

る汚染状態にある土壌と地下水の接触を防止することを目的とす

るものである。 

本措置では土壌溶出量基準を超える汚染状態にある土壌のう

ち、第二溶出量基準に適合しない汚染土壌の場合には、第二溶出

量基準に適合させる必要がある。この方法としては、特定有害物

質が水に溶出しないように性状を変更する方法、又は、土壌中の

気体又は地下水に含まれる特定有害物質を抽出若しくは分解する

方法その他の方法等がある。 

本措置の構造としては、当該土地に、不織布その他の物の表面

に二重の遮水シートを敷設した遮水層又はこれと同等以上の効力

を有する遮水層を有する遮水工を設置し、その内部に掘削された

土壌溶出量を超える汚染状態にある土壌を埋め戻す。さらに埋め

戻された場所を、厚さが 10 cm 以上のコンクリート又は厚さが３ 

cm 以上のアスファルトにより覆うことが必要となる。 

この覆いの損壊を防止するための措置を必要とする土地等、表
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面をコンクリート又はアスファルトとすることが適当でないと認

められる用途に用いられている土地にあっては、必要に応じ上部

の覆いの表面を汚染土壌以外の土壌により覆う。これらは、当該

場所の上面から雨水が浸透しないようにするためであり、十分な

遮水効力及び措置実施後の上部の利用用途により破損しないよう

な十分な強度を保つことが必要である。その方法として必要に応

じて覆いの厚さを増すことや路盤材により補強することが考えら

れる。 

本措置では、対象地の一部に封じ込め施設を設けることができ

る。封じ込めに当たっては、掘削除去した土壌溶出量基準を超え

る汚染状態にある土壌を対象地内の環境保全対策が施された仮置

場に仮置きした後に、封じ込め施設を設けて、改めて仮置場から

再運搬し封じ込めることになる。 

遮水工封じ込め施設は、底面側面及び上面に遮水層を敷設した

空間内に土壌溶出量基準を超える汚染状態にある土壌を埋立て封

じ込めることによって汚染が当該範囲外に拡大するのを防止する

のを防ぐためのものであり、土壌溶出量基準に適合しない場合に

適用する措置であるが、上部の覆い等が舗装措置や盛土措置と同

等であること（盛土措置においては、盛土の厚さが 50 cm 以上）

から土壌含有量基準に適合しない場合に適用しても良い。 

封じ込めを行う場所は地下水位以浅であることが望ましい。 

また、封じ込め内部に水が溜まって周辺よりも水位が高い状態

になり、周囲に特定有害物質を拡散するリスクがあるため、封じ

込めを行った場所の上面の覆いは降雨・流水等が浸入することを

防止する構造としなければならない。 

また、高濃度の油分を含有する土壌等、遮水材料に影響を与え

るような物質が共存する土壌溶出量基準を超える汚染状態にある

土壌については、遮水材料の遮水の効力やその耐久性に影響がな

いことを確認して適用しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



３）遮断工封じ込め 

遮断工封じ込めは汚染土壌のある範囲及び深さについて、ボー

リングによる土壌の採取及び測定その他の方法により把握した上

で土壌溶出量基準を超える汚染状態にある土壌を掘削し、当該土

地に土壌溶出量基準を超える汚染状態にある土壌の投入のための

開口部を除き、次の要件を備えた仕切設備を設置し仕切設備の内

部に、掘削した土壌溶出量基準を超える汚染状態にある土壌を埋

め戻す措置である。 

・ 一軸圧縮強度が 25 N/mm2 以上で、水密性を有する鉄筋コ

ンクリートで造られ、かつ、その厚さが 35 cm 以上又はこ

れと同等以上の遮断の効力を有すること。 

・ 埋め戻す土壌溶出量基準を超える汚染状態にある土壌と接

する面が遮水の効力及び腐食防止の効力を有する材料によ

り十分に覆われていること。 

・ 目視その他の方法により損壊の有無を点検できる構造であ

ること。 

土壌溶出量基準を超える汚染状態にある土壌を埋め戻した後

は、上記要件を備えた覆いにより閉鎖する。覆いについてはその

損壊を防止するための措置を必要に応じて講ずる。表面をコンク

リート又はアスファルトとすることが適当でないと認められる用

途に用いられている土地にあっては、必要に応じ設けられた覆い

の表面を汚染土壌以外の土壌により覆うことも認められる。遮断

工の上部は十分な遮水効力及び措置実施後の上部の利用用途によ

り破損しないような十分な強度を保つ覆いを施し、また、上部の

利用用途によりさらに覆土する必要があること等については、原

位置封じ込め及び遮水工封じ込めと同じである。遮断工封じ込め

措置は遮水工封じ込め措置よりもさらに厳重な封じ込め措置であ

ることから、地中深く浸透しやすく取扱いが困難な揮発性有機化

合物（第一種特定有害物質）を除く特定有害物質について、第二

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



溶出量基準を超過する汚染土壌にまで適用できることとしてい

る。 

本措置は、土壌溶出量基準に適合しない汚染土壌が、地下水等

に接することにより特定有害物質が溶出し汚染が拡大することを

防ぐため、底面及び側面に鉄筋コンクリート等の遮断層を設け、

上面はコンクリート蓋をして降雨・流入水や地下水の浸入を防

ぎ、特定有害物質を封じ込め、汚染の拡大を防止するためのもの

である。封じ込め構造の内部に地表面から雨水等が浸入すること

は、長期的に見れば封じ込め構造内部の水位が上昇し、内部の汚

染地下水が拡散するリスクを高くすると考えられることから、対

策として封じ込めの上部に遮水機能が要求される。 

本措置では、対象地内の一部に封じ込め施設を設けることがで

きる。封じ込め措置に当たっては、掘削除去した汚染土壌を対象

地内の環境保全対策が施された仮置場に仮置きした後に、仮置場

から再運搬し封じ込める。 

本措置は、「一般廃棄物の最終処分場及び産業廃棄物の最終処分

場に係る技術上の基準を定める省令」に準拠しており、第二種特

定有害物質及び第三種特定有害物質には適用できるが、揮発性の

ある第一種特定有害物質においては認められていない。コンクリ

ート蓋の表面は、上面利用のために必要に応じ土による覆いを行

うものとする。ただし、利用用途によっては舗装措置と同等の強

度を有したアスファルト等でも構わない。目視その他の方法によ

り遮断工の損壊と内部水の漏洩の有無を遮断工の底面、上面及び

側面で確認できる構造であることも必要である。 

（エ）不溶化 

１）原位置不溶化 

原位置不溶化は、汚染土壌のある範囲及び深さについて、ボー

リングによる土壌の採取及び測定その他の方法により把握した上

で、土壌溶出量基準を超える汚染状態にある土壌を薬剤の注入そ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

（新設） 

 

 

 



の他の当該土壌を掘削せずに行う方法により、特定有害物質が水

に溶出しないように性状を変更して土壌溶出量基準を超えない汚

染状態にある土壌とする方法である。 

性状の変更を行った土壌溶出量基準を超える汚染状態にある土

壌のある範囲について、対策を実施する範囲の外への土壌溶出量

を超える汚染状態にある土壌又は特定有害物質の飛散等を防止す

るため、シートにより覆うことその他の措置を講ずる必要があ

る。原位置不溶化は、汚染土壌がその場所にある状態で不溶化に

より土壌溶出量基準以下の土壌とするものであるが、土壌溶出量

基準を超えない汚染状態となっただけであって特定有害物質が除

去されているわけではないことから「原位置での浄化による除

去」には該当しない。 

また、シートによる覆い、覆土、舗装等、地表面からの飛散等

の防止のため何らかの措置が必要となる。 

本措置の適用に当たっては、事前に実際の土壌を用いた適用可

能性試験を実施して不溶化が可能であることを確認することが必

要である。特に本措置は、不溶化後の周辺環境の変化による再溶

出の可能性が否定できないことから不溶化効果の理論的な裏付け

が確認できるものを使うように努めると同時に、適用可能性試験

においては効果の安定性について留意するものとする。 

本措置においては、不溶化剤を汚染土壌中に注入することか

ら、地下水の特定有害物質及び薬剤の濃度等について周囲でモニ

タリングを実施する必要がある。 

また、措置後の土壌は特定有害物質が除去されているわけでは

なく、土壌溶出量基準を超えない汚染状態になっているだけであ

ること、また使用した薬剤についても飛散する可能性があること

から、シートによる覆い等が必要となる。実際には、上面の利用

方法によって、盛土又は舗装措置と同等のアスファルト又はコン

クリートで覆うことが考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



２）不溶化埋め戻し 

不溶化埋め戻しは、汚染土壌のある範囲及び深さについて、ボ

ーリングによる土壌の採取及び測定その他の方法により把握した

上で、土壌溶出量基準を超える汚染状態にある土壌を掘削し、掘

削された土壌を薬剤の注入その他の方法により、特定有害物質が

水に溶出しないように性状を変更して土壌溶出量基準を超えない

汚染状態にある土壌となるようにし、埋め戻す方法である。 

性状の変更を行った土壌について、100 m3 以下ごとに５点の土

壌を採取し、当該５点の土壌をそれぞれ同じ重量混合し、当該土

壌に含まれる特定有害物質の量を、環境大臣が定める方法（規則

第６条第３項第４号。以下「環告 18 号」という。）により測定し

た結果、土壌溶出量基準を超えない汚染状態にある土壌であるこ

とを確認した後、埋め戻す。 

不溶化埋め戻しは、掘削した汚染土壌を不溶化して土壌溶出量

基準以下とした土壌を埋め戻すものであるが、土壌溶出量基準を

超えない汚染状態となっただけであって特定有害物質が除去され

ているわけではないことから掘削除去には該当しない。 

また、シートによる覆い、覆土、舗装等、地表面からの飛散等

の防止のため何らかの措置が必要となる。 

本措置は、第二種特定有害物質による汚染土壌の範囲及び深さ

を詳細調査により把握し、汚染土壌の全てが第二溶出量基準適合

である場合に、土壌溶出量基準を超える汚染状態にある土壌を掘

削し、掘削した土壌溶出量基準を超える汚染状態にある土壌に不

溶化剤を混合・撹拌して土壌溶出量基準を超えない汚染状態にあ

る土壌にした上で、現地に埋め戻し、この不溶化された土壌の上

部に適切な飛散防止のための措置を行うものである。 

また、第二種特定有害物質による汚染土壌のみを対象としてい

る措置であるため、第一種特定有害物質や第三種特定有害物質の

共存があった場合には、それを除去した後に実施することにな

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



る。土壌溶出量基準を超える汚染状態にある土壌は地下水位の上

にある場合と、地下水位の下にまである場合があり、本措置では

地下水位より上の土壌溶出量基準を超える汚染状態にある土壌を

掘削することが多いが、地下水位より下の土壌溶出量基準を超え

る汚染状態にある土壌を掘削する場合には、地下水についても適

切に対処する必要がある。不溶化された土壌を地下水位以深に埋

め戻す場合には必要に応じて適切な遮水構造とするなど埋め戻し

が問題なく行えるよう配慮する。 

本措置の適用に当たっては、事前に実際の土壌を用いた適用可

能性試験を実施して不溶化が可能であることを確認することが必

要である。特に本措置は、不溶化後の周辺環境の変化による再溶

出の可能性が否定できないことから不溶化効果の理論的な裏付け

が確認できるものを使うように努めると同時に、適用可能性試験

においては効果の安定性について留意するものとする。不溶化さ

れた土壌は薬剤等が含まれることもあり、使用薬剤の飛散等も考

慮しなければならない。 

また、措置後の汚染土壌の飛散防止のための措置が必要であ

り、シート等による覆い、上面の利用方法によっては、盛土又は

舗装措置と同等のアスファルト又はコンクリートで覆うことが考

えられる。 

（オ）地下水汚染の拡大の防止 

１）揚水施設により地下水汚染の拡大の防止 

法において、実施できる措置として挙げられていたことから、

条例にも追加したものである。汚染地の地下水の流向を把握した

上で、地下水流向下流側に適切な範囲で揚水施設又は透過性の地

下水浄化壁を設置することで、地下水汚染が下流側に拡散するこ

とを防ぐ措置である。この場合、揚水施設は、地下水の流向、流

速等流動の状況及び地下水中の特定有害物質の濃度を勘案し、地

下水汚染の拡大を的確に防止することができると認められる地点

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（オ）地下水汚染の拡大の防止 

（新設） 

法において、実施できる措置として挙げられていたことから、

条例にも追加したものである。汚染地の地下水の流向を把握した

うえで、地下水流向下流側に適切な範囲で揚水施設又は透過性の

地下水浄化壁を設置することで、地下水汚染が下流側に拡散する

ことを防ぐ措置である。 

揚水施設を設置して実施する場合、条例に規定する揚水施設の

構造基準や揚水量の制限を順守する必要があるため、あらかじめ



を設定し、設置する。 

揚水した地下水に含まれる特定有害物質の濃度が排出水基準又

は排除基準を超える場合には、それらを除去し、当該地下水の水

質を排出水基準に適合させて公共用水域へ排出するか、当該地下

水の水質を排除基準に適合させて下水道へ排除する。なお、当該

地下水の水質が排出水基準又は排除基準に適合している場合に

は、当該地下水を直接公共用水域に排出又は下水道に排除しても

差し支えない。 

揚水施設が所期の効果を発現していることを確認するため、地

下水の流動の状況を踏まえ地下水汚染が拡大することが見込まれ

る範囲であって、当該揚水施設が設置されていた地点からみて地

下水の下流方向にある対策を実施する範囲の周縁に観測井を設置

し、地下水汚染が拡大していないことを確認する。地下水の流動

状況が不明である場合には、対策を実施する範囲の四方に観測井

を設置する。隣り合う観測井の間の距離は、30ｍを越えないこと

とする。 

観測井においては、１年に４回以上定期的に地下水を採取し、

当該地下水に含まれる特定有害物質の量を環告 17号の方法 によ

り測定した結果、地下水汚染が対策を実施する範囲の外に拡大し

ていないことを確認する。 

また、地下水汚染の拡大により対策を実施する範囲の外に土壌

汚染が拡散することは望ましくないことを踏まえれば、揚水施設

は、対策を実施する範囲に設置することが検討されるべきである

が、拡大防止機能の向上、設置費用の低減化等の理由により、対

策を実施する範囲の外に揚水施設を設置することが効率的である

と考えられる場合には、対象地のうち対策を実施する範囲の外に

設置することも可能である。 

本措置は、遮水工封じ込め等と同様に汚染の拡散防止を目的と

した措置であるが、措置の有効性を保つためには、①地下水の適

関係する行政窓口に相談しておくことが望ましい。その他の技術

的な留意点等については、調査対策ガイドラインを参照された

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



正な揚水量が定常的に保たれること、②地下水汚染の拡大の防止

の効果が所定の方法により継続的に確認され続けることの２点が

必要であり、措置が完了することはない。 

本措置が対象とする地下水の汚染は、特定有害物質が溶出した

地下水を想定しており、第一種特定有害物質の原液等、水とは異

なる相として移動している汚染物質については効果があるとは言

えないことに留意する。 

２）透過性地下水浄化壁による地下水汚染の拡大の防止 

本措置は、土壌汚染に起因する地下水濃度を超える汚染状態の

地下水汚染が認められる場合において、当該土地の地下水濃度を

超える汚染状態の地下水汚染の拡大を的確に防止できると認めら

れる地点に透過性地下水浄化壁（汚染された地下水を通過させる

過程において、特定有害物質を分解し、又は吸着する方法によ

り、当該汚染された地下水を地下水濃度以下にさせるために必要

な機能を備えた設備であって、地中に設置された設備をいう。）を

設置するものである。 

当該土地の地下水濃度を超える汚染状態の地下水汚染が拡大す

るおそれがあると認められる範囲であって、汚染土壌のある範囲

の周縁の地点に観測井を設け、１年に４回以上定期的に地下水を

採取し、当該地下水に含まれる特定有害物質の量を環告１７号の

方法により測定し、地下水汚染が対策を実施する範囲の外に拡大

していないことを確認する。 

ここで地下水汚染の拡大するおそれがある範囲とは、地下水の

流動の状況を踏まえ地下水汚染が拡大することが見込まれる範囲

であって、透過性浄化壁が設置されていた地点からみて地下水の

下流方向にある対策を実施する範囲の周縁である。これにより透

過性浄化壁が所定の効果を発現していることを確認する。なお、

隣り合う観測井の間の距離は、30ｍを超えてはならない。 

地下水汚染の拡大により対策を実施する範囲の外に土壌汚染が

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



拡散することは望ましくないことを踏まえれば、透水性浄化壁

は、対策を実施する範囲に設置することが検討されるべきである

が、拡大防止機能の向上及び設置費用の低減化等の理由により、

対策を実施する範囲の外に透過性地下水浄化壁を設置することが

効率的であると考えられる場合には、対象地のうち対策を実施す

る範囲の外に設置することも可能である。 

本措置は、地下水の自然の流れを阻害することなく地下水汚染

の拡大を防止することができ、比較的措置の効果を維持する負担

が軽減される措置であることが特徴である。 

また、遮水工封じ込め等、地下水汚染の拡大の防止を目的とし

たほかの措置と同様の目的で実施するものであるが、地下水汚染

の拡大の防止効果が定常的に確認されることにより、措置の有効

性が維持されることになる。 

透過性地下水浄化壁は、汚染地下水を含む帯水層の透水係数が

おおむね１×10-6ｍ／秒以上の場合において有効であり、自然地

下水流がほとんどない場合、あるいは一定しないとみなされる場

合又は非常に地下水流速が速い場合、十分に機能が発揮されなく

なるおそれがある。 

したがって、本措置の適用に当たっては、事前に帯水層の透水

係数や地下水の流動状況（流向及び流速）及びその予測される変

化等を検討し、適用の可否や方法について専門家に相談すること

が望ましい。 

（カ）地下水の水質の継続監視 

要対策区域において現に地下水の汚染状態が地下水基準以下であ

るとき、又は地下水汚染拡大防止区域において対象地境界で地下水

の汚染状態が第二地下水基準以下であるときに、地下水の水質の継

続監視を選定できる。 

また、地下水汚染拡大防止区域においては、他の措置の方法を選

定した場合であっても、措置の実施期間中は、対象地境界において

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ウ）地下水の水質の継続監視 

要対策区域において現に地下水の汚染状態が地下水基準以下であ

るとき、又は地下水汚染拡大防止区域において対象地境界で地下水

の汚染状態が第二地下水基準以下であるときに、地下水の水質の継

続監視を選定できる。また、地下水汚染拡大防止区域においては、

他の措置の方法を選定した場合であっても、措置の実施期間中は、

対象地境界において地下水の水質の継続監視を併用して実施する必



地下水の水質の継続監視を併用して実施する必要がある。 

要対策区域で実施する場合は、法施行規則別表第８の地下水の水

質の測定と同じ方法となる。要対策区域の地下水流向下流側であっ

て土壌汚染に起因する地下水汚染の状況を的確に把握できる地点に

おいて、１年目は１年に４回以上測定し、２年目から 10 年目までは

１年に１回以上、11 年目以降は２年に１回以上測定することとし

た。この際の測定時期は、１年目の測定における濃度や水位の変動

を考慮し、適切と考えられる時期に実施し、その後は原則としてほ

ぼ同時期に実施するものとする。その他の技術的な留意点等につい

ては、法の調査対策ガイドラインを参照されたい。 

地下水汚染拡大防止区域で実施する場合の方法は条例独自で設定

しており、措置実施前の対象地内の地下水の汚染状態に応じて必要

な試料採取頻度が変わることに留意されたい。測定は、土壌汚染に

起因する地下水汚染の状況を的確に把握できる対象地境界の地点と

する。他の措置の方法と併用して本措置を実施する場合には、措置

が完了するまでの間、定められた試料採取頻度で実施することとな

る。 

また、要対策区域及び地下水汚染拡大防止区域の両方に該当する

土地で実施する場合には、どちらの要件も満たす頻度で実施する必

要がある。 

地下水の水質の継続監視は、一般的に措置を実施する期間が長期

にわたることが想定されるため、基準値を超えている物質のほか、

その分解生成物についても分析の対象とし、基準を満足しているこ

とを確認することが望ましい。 

なお、地下水の水質の継続監視のみを実施している場合におい

て、基準値を超過した場合には、他の措置の方法の実施を検討する

必要がある。計画書においては、基準値を超過した場合の対応をあ

らかじめ記載しておくことが望ましい。計画で届け出ていない工事

を実施する場合には着手前までに再度計画書を提出することとす

要がある。 

要対策区域で実施する場合は、法施行規則別表第８の地下水の水

質の測定と同じ方法となる。１年目は１年に４回以上測定し、２年

目から 10年目までは１年に１回以上、11 年目以降は２年に１回以

上測定することとした。この際の測定時期は、１年目の測定におけ

る濃度や水位の変動を考慮し、適切と考えられる時期に実施し、そ

の後は原則としてほぼ同時期に実施するものとする。その他の技術

的な留意点等については、調査対策ガイドラインを参照されたい。 

地下水汚染拡大防止区域で実施する場合の方法は条例独自で設定

しており、措置実施前の対象地内の地下水の汚染状態に応じて必要

な試料採取頻度が変わることに留意されたい。他の措置の方法と併

用して本措置を実施する場合には、措置が完了するまでの間、定め

られた試料採取頻度で実施することとなる。 

また、要対策区域及び地下水汚染拡大防止区域の両方に該当する

土地で実施する場合には、どちらの要件も満たす頻度で実施する必

要がある。 

地下水の水質の継続監視は、一般的に措置を実施する期間が長期

にわたることが想定されるため、基準値を超えている物質のほか、

その分解生成物についても分析の対象とし、基準を満足しているこ

とを確認することが望ましい。 

なお、地下水の水質の継続監視のみを実施している場合におい

て、基準値を超過した場合には、他の措置の方法の実施を検討する

必要がある。計画書においては、基準値を超過した場合の対応をあ

らかじめ記載しておくことが望ましい。計画で届け出ていない工事

を実施する場合には着手前までに再度計画書を提出することとす

る。また、水質の監視の実施中に、地下水位の急激な変化が見られ

た場合には、周辺の地下水の流向及び帯水層の状況等が変化した可

能性があることから、適切に地下水の水質を把握できる状況にある

か確認することが望ましい。 



る。 

また、水質の監視の実施中に、地下水位の急激な変化が見られた

場合には、周辺の地下水の流向及び帯水層の状況等が変化した可能

性があることから、適切に地下水の水質を把握できる状況にあるか

確認することが望ましい。 

改正法において、地下水の水質の測定に終了要件が定められるこ

ととなったため、条例における地下水の水質の継続監視において

も、同様の終了要件を定めることとした。具体的には、基準以下で

ある状態を５年間継続することを確認し、かつ、直近の２年間にお

いて年４回以上測定しており、当該地下水の特定有害物質の濃度が

基準を超えるおそれがないことを確認することで措置が完了とな

る。ただし、地下水汚染拡大防止区域において実施する場合で、対

象地内において現に第二地下水基準を超える地下水があることが確

認されている場合にあっては、地下水汚染が拡大する蓋然性が相当

程度高いため、措置が完了することはなく、継続して水質の監視を

行っていく必要がある（４（２）参照）。一方で、地中での汚染状態

の変化や地質その他の要因により第二地下水基準を超える地下水が

対象地外へ拡散しないことが確認できた場合はこの限りでない。 

（キ）土壌入換え 

１）区域外土壌入換え 

区域外土壌入換えは、対策を実施する範囲の土壌を掘削し、地

表から深さ 50 cm までに汚染土壌のある範囲を、まず、砂利その

他の土壌以外のもので覆い、次に、厚さが 50 cm 以上の汚染土壌

以外の土壌や砂利、再生砕石等（当該土地の傾斜が著しいことそ

の他の理由により土壌を用いることが困難であると認められる場

合には、モルタル等）により覆う。覆いを設けた際に当該土地に

建築されている建築物に居住する者の日常の生活に著しい支障が

生じないようにする。さらに設けられた覆いの損壊を防止するた

めの措置を講ずる。 

改正法において、地下水の水質の測定に終了要件が定められるこ

ととなったため、条例における地下水の水質の継続監視において

も、同様の終了要件を定めることとした。具体的には、基準以下で

ある状態を５年間継続することを確認し、かつ、直近の２年間にお

いて年４回以上測定しており、当該地下水の特定有害物質の濃度が

基準を超えるおそれがないことを確認することで措置が完了とな

る。ただし、地下水汚染拡大防止区域において実施する場合で、対

象地内において現に第二地下水基準を超える地下水があることが確

認されている場合にあっては、地下水汚染が拡大する蓋然性が相当

程度高いため、措置が完了することはなく、継続して水質の監視を

行っていく必要がある（４（２）参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



本措置は、原則として地表から 50 cm 以上の汚染土壌の層の掘

削除去を行い、汚染土壌以外の土壌や砂利、再生砕石等により埋

め戻すものであるが、地表面を高くしても居住者の日常生活に著

しい支障を生じないのであれば、50 cm 以内の必要な範囲で土壌

を掘削し、その上を 50 cm 以上の土壌の層により覆うこととして

もよい。なお、地表面を 50 cm 以上高くしても特段の支障を生じ

ないような土地の利用用途であれば、本措置ではなく盛土措置を

行うことが一般的となる。 

２）区域内土壌入換え 

区域内土壌入換えは、汚染土壌及びその下の汚染土壌以外の土

壌の層を当該深さから 50 cm 以上の深さまで掘削し、掘削場所に

当該汚染土壌を埋め戻し、その上を掘削した汚染土壌以外の土壌

により 50 cm 覆うこととするものである。汚染土壌を全て掘削

し、その下の汚染されていない土壌と上下を入れ換えるいわゆる

「天地返し」や、地表から 50 cm の範囲にある汚染土壌以外の土

壌を掘削し、対策を実施する範囲の一部を深く掘削した場所に当

該汚染土壌を集約して埋め戻し、その上を掘削した汚染土壌以外

の土壌により 50 cm 覆うこと等がこれに該当する。 

（ク）盛土 

汚染土壌のある範囲を、まず砂利その他の土壌以外のもので覆

い、次に、厚さが 50 cm 以上の汚染土壌以外の土壌や砂利、再生砕

石等（当該土地の傾斜が著しいことその他の理由により土壌を用い

ることが困難であると認められる場合には、モルタル等）により覆

う。さらに、設けられた覆いの損壊を防止するための措置を講ず

る。 

地表面を 50 cm 以上高くしても特段の支障を生じないような土地

の利用用途であれば、本措置がほとんど全ての土地の利用用途に対

応できることから、土壌含有量基準超過土壌の直接摂取によるリス

クに対応する措置としては原則として本措置を行う。なお、土壌含

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



有量基準超過土壌に対して封じ込め措置（原位置、遮水工、遮断

工）を行い、その上を 50 cm 以上の汚染されていない土壌により覆

う場合も、盛土措置として位置付けられることとなる。 

（ケ）舗装 

舗装措置は、厚さ 10 cm 以上のコンクリート若しくは厚さ３ cm 

以上のアスファルト又はこれと同等以上の耐久性及び遮断の効力を

有するものにより覆うこととしているが、これらは十分な耐久性及

び遮断の効力を得るための最低限の厚さであり、措置実施後の上部

の利用用途により破損しないような十分な強度を保つよう、必要に

応じて覆いの厚さを増すことや路盤材により補強することが必要で

ある。 

なお、土壌含有量基準超過土壌に対して封じ込め措置（原位置、

遮水工、遮断工）を行い、その上面を本措置と同等の効力を有する

ものにより覆う場合も、舗装措置として位置づけられることとな

る。 

（コ）立入禁止 

法において含有量基準超過の土地において適用できる措置として

挙げられていたことから、条例においても追加したものである。汚

染地の周囲に囲いを設け、みだりに人が立ち入れることを防止する

とともに、汚染土壌の飛散等を防止するための措置を講じる。ま

た、囲いには関係者以外の立ち入りを禁止する旨の表示を設置す

る。 

 

エ 措置の実施の基準 

措置の実施又は汚染がある土地の改変にあたり、汚染が拡散しない

よう必要な措置を講ずるための基準を定めたものである。土壌溶出量

基準を超える土壌が帯水層に接する場合は、地下水への拡散が懸念さ

れることから法施行規則第 40条第２項第１号の環境大臣が定める基準

（平成 31年環境省告示第５号。以下「環告５号」という。）に適合す

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（エ）立入禁止 

法において含有量基準超過の土地において適用できる措置として

挙げられていたことから、条例においても追加したものである。汚

染地の周囲に囲いを設け、みだりに人が立ち入れることを防止する

とともに、汚染土壌の飛散等を防止するための措置を講じる。ま

た、囲いには関係者以外の立ち入りを禁止する旨の表示を設置す

る。その他の技術的な留意点等については、調査対策ガイドライン

を参照されたい。 

エ 措置の実施の基準 

措置の実施又は汚染がある土地の改変にあたり、汚染が拡散しない

よう必要な措置を講ずるための基準を定めたものである。土壌溶出量

基準を超える土壌が帯水層に接する場合は、地下水への拡散が懸念さ

れることから法施行規則第４０条第２項第１号の環境大臣が定める基

準に適合する施行方法によるものとする。具体的には、第一種特定有



る施行方法によるものとする。具体的には、第一種特定有害物質によ

る汚染状態が第二溶出量基準に適合しない土地にあっては、鋼矢板そ

の他の遮水壁により土地の改変範囲を囲むこととし、それ以外の場合

にあっては、地下水の水質の監視及び地下水位の管理を行いながら施

行すること等としている。ただし、規則第 55 条第３項に該当する埋立

地において施行する場合は法施行規則第 53条第１号ロの環境大臣が定

める基準（平成 23年環境省告示第 54 号）によることができる。 

なお、自然由来等基準不適合土壌については本基準の対象外であ

る。 

また、表層土壌にて土壌溶出量基準超過が確認され、深度方向の汚

染状態が確定していない状態で帯水層に接する施工する場合は、環告

５号に従う必要がある。 

オ 土壌汚染の除去等の措置の特例 （現行のとおり） 

（４）土壌汚染の除去等の措置の開始及び終了の時期 （現行のとおり） 

（５）土壌汚染の除去等の措置の期間中の環境保全対策 

土壌汚染の除去等の措置又は要管理区域における汚染がある土地の改変

の実施期間中において、環境負荷の低減を図るため指針 第４ ２（５）

アからクまでのうち必要な対策及びケの対策を講じることとした。この環

境保全対策は、本改正により考え方を拡大したもので、措置を実施する対

象地周辺の環境保全のみならず、資材調達から汚染土壌や廃棄物の処理ま

での土壌汚染の除去等の措置の全工程において、より環境負荷の低減を図

っていくことを目指すというグリーン・レメディエーションの考え方に立

ったものである。その主旨を踏まえ、当該土地で実施可能な環境保全対策

については、合理的な範囲で積極的な実施の検討をされたい。 

また、ケに掲げる掲示については、土壌汚染に係るリスクコミュニケー

ションの推進の観点からも重要であるため、本改正により必須項目となっ

たことに特に留意されたい。 

また、第一種特定有害物質及び水銀等揮発性のある特定有害物質による

汚染がある場合において改変を伴う措置を実施する場合は、当該物質の揮

害物質による汚染状態が第二溶出量基準に適合しない土地にあって

は、鋼矢板その他の遮水壁により土地の改変範囲を囲むこととし、そ

れ以外の場合にあっては、地下水の水質の監視及び地下水位の管理を

行いながら施行すること等としている。ただし、規則第 55条第３項に

該当する埋立地において施行する場合は法施行規則第 53 条第１号ロの

環境大臣が定める基準によることができる。 

なお、自然由来等基準不適合土壌については本基準の対象外であ

る。 

 

 

 

 

オ 土壌汚染の除去等の措置の特例 （略） 

（４）土壌汚染の除去等の措置の開始及び終了の時期 （略） 

（５）土壌汚染の除去等の措置の期間中の環境保全対策 

土壌汚染の除去等の措置又は要管理区域における汚染がある土地の改変

の実施期間中において、環境負荷の低減を図るため指針 第４ ２（５）

アからクまでのうち必要な対策及びケの対策を講じることとした。この環

境保全対策は、本改正により考え方を拡大したもので、措置を実施する対

象地周辺の環境保全のみならず、資材調達から汚染土壌や廃棄物の処理ま

での土壌汚染の除去等の措置の全工程において、より環境負荷の低減を図

っていくことを目指すというグリーン・レメディエーションの考え方に立

ったものである。その主旨を踏まえ、当該土地で実施可能な環境保全対策

については、合理的な範囲で積極的な実施の検討をされたい。また、ケに

掲げる掲示については、土壌汚染に係るリスクコミュニケーションの推進

の観点からも重要であるため、本改正により必須項目となったことに特に

留意されたい。 

また、揮発性のある特定有害物質による汚染がある場合において改変を

伴う措置を実施する場合は、当該物質の揮散による影響が考えられること



散による影響が考えられることから、エに規定する大気中の特定有害物質

の測定や負圧テントの設置等の対策を実施することが望ましい。 

（６）汚染土壌の運搬及び搬出先での処理の方法 

汚染土壌を搬出する場合には、次のような運搬、搬出先での処理、管理

票の交付等の規定に従って行う必要がある。ここでいう「搬出」とは、法

とは異なり敷地外に汚染土壌を持ち出すことを指しており、敷地内におい

ての土壌の移動は含まない。ただし、敷地内の汚染土壌の移動において

も、飛散等を防止するための措置を講ずる必要があることに留意する。 

また、汚染土壌の移動により、人の健康に係る被害が生じるおそれを新

たに生じさせてはならない。 

 

  ア及びイ （現行のとおり） 

ウ 管理票の交付等 

管理票は、法施行規則第 29 号様式を使用し、法第 20 条の規定に準じ

て運搬者への交付、管理票の保存等を実施する。ただし、これに寄り難

い場合は、指針の記載事項を網羅した管理票を用いて実施することがで

きるが、この際には、管理票の様式及び記載事項、交付、回付及び保存

の方法を具体的に計画書に記載する必要がある。 

なお、記録や保存、汚染土壌の取扱い状況に関する透明性及び各種デ

ータ集計における利便性の向上等の観点から、管理票の交付等にあたっ

ては、電子管理票の積極的な利用が望ましい。 

エ 汚染の原因が専ら自然的原因である土地の土壌の搬出及び搬出先での

管理の方法 （現行のとおり） 

（７）土壌汚染の除去等の措置の実施状況の報告時期 （現行のとおり） 

 

３ 拡散防止計画の策定及び実施 （現行のとおり） 

（１）から（５） （現行のとおり） 

（６）汚染土壌の搬出及び搬出先での処理の方法 

汚染土壌の搬出については、対策計画の規定と同様である。対策計画の

から、エに規定する大気中の特定有害物質の測定を実施することが望まし

い 

（６）汚染土壌の運搬及び搬出先での処理の方法 

汚染土壌を搬出する場合には、次のような運搬、搬出先での処理、管理

票の交付等の規定に従って行う必要がある。ここでいう「搬出」とは、敷

地外に汚染土壌を持ち出すことを指しており、敷地内においての土壌の移

動は含まない。ただし、敷地内の汚染土壌の移動においても、飛散等を防

止するための措置を講ずる必要があることに留意する。また、汚染土壌の

移動により、人の健康に係る被害が生じるおそれを新たに生じさせてはな

らない。 

 

ア及びイ （略） 

ウ 管理票の交付等 

管理票は、法施行規則第 29 号様式を使用し、法第 20 条の規定に準じて

運搬者への交付、管理票の保存等を実施する。ただし、これに寄り難い場

合は、指針の記載事項を網羅した管理票を用いて実施することができる

が、この際には、管理票の様式及び記載事項、交付、回付及び保存の方法

を具体的に計画書に記載する必要がある。 

 

 

 

エ 汚染の原因が専ら自然的原因である土地の土壌の搬出及び搬出先で

の管理の方法 （略） 

（７）土壌汚染の除去等の措置の実施状況の報告時期 （略） 

 

３ 拡散防止計画の策定及び実施 （略） 

（１）から（５） （略） 

（６）汚染土壌の搬出及び搬出先での処理の方法 

汚染土壌の搬出については、対策計画の規定と同様である。対策計画の



説明内容を参照し、適切に実施されたい。 

（７）汚染の拡散防止の措置の実施状況の報告時期 （現行のとおり） 

４ 土壌汚染の除去等の措置又は汚染の拡散防止の措置の完了 

土壌汚染の除去等の措置又は汚染の拡散防止の措置の完了は、指針 第４ 

４（１）から（６）までに掲げるところにより、計画の目標が達成されたこと

の確認を行う必要がある。（１）により各措置の方法が適確に実施されたことを

確認し、（２）の措置の完了要件を満たすことの確認により、当該実施した措置

の効果の確認をする。 

また、（３）の施行方法の確認、（４）の環境保全対策の実施結果の確認及び

（５）汚染土壌の搬出及び処理の完了の確認については、それぞれ実施中の記

録を整理し、土壌地下水汚染対策完了届出書又は汚染拡散防止措置完了届出書

（以下、総称して「完了届出書」という。）への記載及び資料の添付をする。 

また、要管理区域において別表に掲げる措置の方法を実施せず汚染がある土

地の改変を行った場合には、（１）及び（２）の確認は要せず、（３）から

（５）までの確認を行う。 

これらの完了の要件を満たせていない場合においては、追加の対応を検討する

必要がある。 

なお、完了届出書の作成においては、東京都で作成した「土壌汚染対策完了

報告シート」、「相違点一覧(措置完了報告用）」、「相違点一覧(工事完了報告

用）」及び「届出に係る東京都の標準様式」を活用されたい。 

（１）措置が実施されたことの確認 

措置の方法ごとに定められた内容に基づいて、措置が適確に実施された

ことを確認する。計画時と相違がある場合には、相違点一覧表に整理し、

変更点を明示するとともに、変更した事項が措置の基準を満たしているか

検証することとする。 

なお、環告５号に係る変更については、掘削深度が浅くなり適用しなか

った場合等遮水を要しなったか、遮水工法自体の変更がない場合を除き、

完了報告書での事後報告は不可であり、事前に計画の変更届が必要となる

ので留意されたい。 

説明内容を参照し、適切に実際されたい。 

（７）汚染の拡散防止の措置の実施状況の報告時期 （略） 

４ 土壌汚染の除去等の措置又は汚染の拡散防止の措置の完了 

土壌汚染の除去等の措置又は汚染の拡散防止の措置の完了は、指針 第４ 

４（１）から（６）までに掲げるところにより、計画の目標が達成されたこと

の確認を行う必要がある。（１）により各措置の方法が適確に実施されたことを

確認し、（２）の措置の完了要件を満たすことの確認により、当該実施した措置

の効果の確認をする。また、（３）の施行方法の確認、（４）の環境保全対策の

実施結果の確認及び（５）汚染土壌の搬出及び処理の完了の確認については、

それぞれ実施中の記録を整理し、土壌地下水汚染対策完了届出書又は汚染拡散

防止措置完了届出書（以下、総称して「完了届出書」という。）への記載及び資

料の添付をする。また、要管理区域において別表に掲げる措置の方法を実施せ

ず汚染がある土地の改変を行った場合には、（１）及び（２）の確認は要せず、

（３）から（５）までの確認を行う。 

これらの完了の要件を満たせていない場合においては、追加の対応を検討する

必要がある。 

 

 

 

 

（１）措置が実施されたことの確認 

措置の方法ごとに定められた内容に基づいて、措置が適確に実施された

ことを確認する。 

 

 

 

 

 

 



ア 土壌汚染の除去 

（ア）汚染土壌の掘削による除去 

掘削除去の出来形の確認の書類は測量若しくは検尺により行う。出

来形の記録として工事写真で撮り、掘削出来形管理表を作成して整理

する。出来形確認写真は、単位区画ごとに、掘削範囲のすべての辺に

対して、全景写真、始点・終点の拡大写真の撮影を行うとともに、深

度方向については、各角及び区画の中心の５か所にて高さの確認を行

うものとする。 

なお、ICT 技術を用いた出来形管理についても、従来の測量若しく

は検尺及び出来形写真による確認と同等以上の精度をもって行える場

合には、これを認めるものとする。ICT 技術を用いた出来形管理を行

う場合には、あらかじめ関係する行政窓口に相談しておくことが望ま

しい。 

埋戻し土の品質管理は、環告６号に基づいて分析を実施した土壌を

使用することを原則とし、基準適合を確認したことを報告書に記載す

る。この場合、搬入量、試料採取頻度等を記載することとなるが特定

有害物質のごとの計量証明値を示すことは要さない。 

運搬及び処理の完了の記録を管理票にて確認を行うが、報告書に

は、一覧表として整理する。この際に、単位体積重量（管理票の延べ

トン数を掘削出来形の総体積で除したもの）も併せて記載する。東京

における土の単位体積重量の平均はおおよそ 1.6～1.8t/m3 程度である

ことから、この領域を外れた場合には、その理由について考察を行

う。 

（イ）原位置での浄化による除去 

     条例では、措置効果の確認として措置範囲において土壌採取を行

い、土壌溶出量基準及び土壌含有量基準の適合を確認する必要がある

（以下「チェックボーリング」という。）。チェックボーリングは措置

範囲のみ行えばよく、措置前に基準適合が確認された深度の採取は要

しない。 

（新設） 

 （新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 



また、特定有害物質を原位置で分解する方法により特定有害物質を

除去する場合にあっては、浄化対象の特定有害物質の量を測定する際

に、当該特定有害物質の分解生成物の量も併せて測定する。 

イ 一定濃度を越える土壌汚染の除去 

掘削除去及び原位置浄化の実施方法については、土壌汚染の除去と同

様であり、対象とする土壌は第二溶出量基準超過の範囲のみである。  

地下水の浄化については、浄化対策後に、措置実施範囲の地下水の状

況を適切に把握できる地点に観測井を設け、地下水の特定有害物質の濃

度が第二地下水基準以下であることの確認を行う。 

ウ 封じ込め 

いずれの封じ込め措置においても、措置の方法に掲げた方法どおりに

実施したか検尺及びその他の方法で出来形を確認した上で、措置の完了

の要件を満たすことが確認されるまでの間、封じ込め措置を行った内部

に 1以上の観測井を設け、雨水及び地下水その他の水の浸入がないこと

を確認する。 

対策を実施した範囲は措置の完了後、要管理区域となる。本措置では

封じ込め構造を破壊しない場所での上面の利用は可能であるが、土壌溶

出量基準を超える汚染状態にある土壌は要管理区域内に残るため、措置

実施後はその封じ込め構造の管理が必要となる。 

エ 不溶化 

いずれの不溶化措置においても、措置の方法に掲げた方法どおりに実

施したか出来形を確認する。加えて原位置不溶化の場合は、性状の変更

を行った土壌溶出量基準を超える汚染状態にある土壌のある範囲につい

て、100 ㎡ごとに１地点の割合で深さ１ｍから土壌溶出量基準を超える

汚染状態にある土壌のある深さまでの１ｍごとの土壌を採取し、当該土

壌に含まれる特定有害物質の量を環告 18 号の方法により測定した結果、

土壌溶出量基準を超えない汚染状態にあることを確認する。 

オ 地下水汚染の拡大の防止 

措置の方法に掲げた方法どおりに実施したか出来形を確認する。 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

（新設） 
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（新設） 

 



カ 地下水の水質の継続監視 

措置の方法に掲げた方法どおりに地下水を採取し、要対策区域にあっ

ては、地下水基準、地下水汚染拡大防止区域にあっては、第二地下水基

準以下であることを確認する。 

キ 土壌入換え 

措置の方法に掲げた方法どおりに実施したか出来形を確認する。加え

て区域外土壌入換えの場合は、管理表により運搬及び処理が適切に完了

したことの確認を行う。 

ク 盛土 

措置の方法に掲げた方法どおりに実施したか出来形を確認する。 

ケ 舗装 

措置の方法に掲げた方法どおりに実施したか出来形を確認する。 

コ 立入禁止 

措置の方法に掲げた方法どおりに実施したか出来形を確認する。 

（２）措置の完了の要件を満たすことの確認 

措置の完了の要件を満たすことの確認は、規則第 54 条第３項及び第 55

条の２のいずれにも該当しない土地となったことの確認を行う。すなわ

ち、要対策区域に相当する土地及び地下水汚染拡大防止区域に相当する土

地のいずれも該当しなくなったことを確認するものである。具体的には、

措置の実施の効果を確認するための地下水の水質の測定等について定めて

いる。 

なお、別表に掲げる措置の方法のうち、地下水汚染の拡大の防止を実施

した場合及び措置前において対象地内で第二地下水基準を超過している状

況で地下水の水質の継続監視を実施した場合は、完了の要件を設定してい

ない。これは、これらの措置は汚染に対し直接効果を及ぼすものではな

く、措置を止めた場合に、地下水汚染が拡大する懸念があるためである。

そのため、これらの措置を実施した場合には、定期的に実施している水質

測定の結果を報告し続けることとなる。この際、水質の測定の結果が基準

値を超過した場合には他の措置の実施等の対応を検討する必要がある。た

（新設） 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

（新設） 

 

（新設） 

 

（新設） 

 

（２）措置の完了の要件を満たすことの確認 

措置の完了の要件を満たすことの確認は、規則第 54 条第３項及び第 55

条の２のいずれにも該当しない土地となったことの確認を行う。すなわ

ち、要対策区域に相当する土地及び地下水汚染拡大防止区域に相当する土

地のいずれも該当しなくなったことを確認するものである。具体的には、

措置の実施の効果を確認するための地下水の水質の測定等について定めて

いる。 

なお、別表に掲げる措置の方法のうち、地下水汚染の拡大の防止を実施

した場合及び措置前において対象地内で第二地下水基準を超過している状

況で地下水の水質の継続監視を実施した場合は、完了の要件を設定してい

ない。これは、これらの措置は汚染に対し直接効果を及ぼすものではな

く、措置を止めた場合に、地下水汚染が拡大する懸念があるためである。

そのため、これらの措置を実施した場合には、定期的に実施している水質

測定の結果を報告し続けることとなる。この際、水質の測定の結果が基準

値を超過した場合には他の措置の実施等の対応を検討する必要がある。 



だし、地中での汚染状態の変化や地質その他の要因により第二地下水基準

を超える地下水が対象地外へ拡散しないことが確認できた場合は、措置完

了として差し支えない。 

区域ごとの措置の完了の要件を満たすことの確認は、次のとおりであ

る。 

ア 要対策区域 

（ア）措置の実施前に溶出量基準を超える汚染土壌があった土地 

ａ 地下水の水質の継続監視を実施した場合 

地下水の水質の継続監視を実施した場合には、指針 第４ ２

（３）ウ（カ）で定められた頻度で地下水を採取し、地下水基準以

下である状態を５年間継続することを確認し、かつ、直近の２年間

において年４回以上測定しており、当該地下水の特定有害物質の濃

度が地下水基準を超えるおそれがないことを確認することで措置が

完了となる。これは、法において、地下水の水質の測定に終了要件

が設けられたことを踏まえて設定したものである。 

ここで言う「地下水基準を超えるおそれがないこと」とは、地下

水濃度が上昇傾向にないことや高止まりしていないなど、その傾向

から推測すると今後地下水基準を超えるおそれがない場合のことで

ある。ただし、溶出量基準を超える特定有害物質が降雨による移動

性が高い物質である場合においては、被覆等されていることにより

降雨浸透がないと認められる土地の区画については、当該被覆等が

取り除かれた場合に降雨浸透により当該特定有害物質が地下水に流

れ出すおそれがあることから、引き続き当該被覆等を継続すること

が必要である。そのため、当該被覆等に変更を加える場合には、規

則第５６条の４第１項第１号の「土壌汚染の除去等の措置を講じる

ために設けられた構造物に変更を加えること」に該当するものと

し、汚染地の改変として、条例第 116 条の３第１項又は第 117 条第

７項に基づく汚染拡散防止計画の作成及び提出を行うものとする。

一方で、法とは異なり、被覆等がなされた状態であっても、当該地

区域ごとの措置の官僚の要件を満たすことの確認は、以下のとおりであ

る。 

 

 

 

ア 要対策区域 

（ア）措置の実施前に溶出量基準を超える汚染土壌があった土地 

ａ 地下水の水質の継続監視を実施した場合 

地下水の水質の継続監視を実施した場合には、指針 第４ ２

（３）ウ（カ）で定められた頻度で地下水を採取し、地下水基準以

下である状態を５年間継続することを確認し、かつ、直近の２年間

において年４回以上測定しており、当該地下水の特定有害物質の濃

度が地下水基準を超えるおそれがないことを確認することで措置が

完了となる。これは、法において、地下水の水質の測定に終了要件

が設けられたことを踏まえて設定したものである。 

ここで言う「地下水基準を超えるおそれがないこと」とは、地下

水濃度が上昇傾向にないことや高止まりしていないなど、その傾向

から推測すると今後地下水基準を超えるおそれがない場合のことで

ある。ただし、溶出量基準を超える特定有害物質が降雨による移動

性が高い物質である場合においては、被覆等されていることにより

降雨浸透がないと認められる土地の区画については、当該被覆等が

取り除かれた場合に降雨浸透により当該特定有害物質が地下水に流

れ出すおそれがあることから、引き続き当該被覆等を継続すること

が必要である。そのため、当該被覆等に変更を加える場合には、規

則第５６条の４第１項第１号の「土壌汚染の除去等の措置を講じる

ために設けられた構造物に変更を加えること」に該当するものと

し、汚染地の改変として、条例第 116 条の３第１項又は第 117 条第

７項に基づく汚染拡散防止計画の作成及び提出を行うものとする。 

なお、ここでいう「降雨による移動性が高い物質」とは、降雨浸



下水の特定有害物質の濃度が地下水基準を超えるおそれがないこと

を確認することで措置が完了となる。 

なお、ここでいう「降雨による移動性が高い物質」とは、降雨浸

透があった場合にのみ地下への移動性が高い物質であり、具体的に

は、六価クロム、砒素、ふっ素、ほう素、シアン、水銀（アルキル

水銀を含む。）、セレン、チウラム、チオベンカルブ、シマジン及び

有機りんをいう。 

また、地下水の水質の測定結果は年１回程度報告することが望ま

しい。 

ｂ ａ以外の場合 

（現行のとおり） 

（イ）措置の実施前に含有量基準を超える汚染土壌があった土地 

    （現行のとおり） 

 イ 地下水汚染拡大防止区域 

（ア）地下水の水質の継続監視を実施した場合 

地下水の水質の継続監視を実施した場合には、指針 第４ ２（３）

ウ（カ）で定められた頻度で地下水を採取し、第二地下水基準以下で

ある状態を５年間継続することを確認し、かつ、直近の２年間におい

て年４回以上測定しており、当該地下水の特定有害物質の濃度が第二

地下水基準を超えるおそれがないことを確認することで措置が完了と

なる。ここで言う「第二地下水基準を超えるおそれがないこと」とは、

地下水濃度が上昇傾向にないことや高止まりしていないなど、その傾

向から推測すると今後第二地下水基準を超えるおそれがない場合のこ

とである。 

なお、被覆等されていることにより降雨浸透がないと認められる土

地の区画の扱いについては、ア（ア）ａと同様の考え方であり、地下

水基準を第二地下水基準と読み替える。  

（イ）（ア）以外の場合 （現行のとおり） 

ウ （現行のとおり） 

透があった場合にのみ地下への移動性が高い物質であり、具体的に

は、六価クロム、砒素、ふっ素、ほう素、シアン、水銀（アルキル

水銀を含む。）、セレン、チウラム、チオベンカルブ、シマジン及び

有機りんをいう。 

また、地下水の水質の測定結果は年１回程度報告することが望ま

しい。 

 

 

 

ｂ ａ以外の場合 

（略） 

（イ）措置の実施前に含有量基準を超える汚染土壌があった土地 

    （略） 

イ 地下水汚染拡大防止区域 

（ア）地下水の水質の継続監視を実施した場合 

地下水の水質の継続監視を実施した場合には、指針 第４ ２（３）

ウ（カ）で定められた頻度で地下水を採取し、第二地下水基準以下で

ある状態を５年間継続することを確認し、かつ、直近の２年間におい

て年４回以上測定しており、当該地下水の特定有害物質の濃度が第二

地下水基準を超えるおそれがないことを確認することで措置が完了と

なる。ここで言う「第二地下水基準を超えるおそれがないこと」とは、

地下水濃度が上昇傾向にないことや高止まりしていないなど、その傾

向から推測すると今後第二地下水基準を超えるおそれがない場合のこ

とである。 

なお、被覆等されていることにより降雨浸透がないと認められる土

地の区画の扱いについては、ア（ア）ａと同様の考え方である。  

 

（イ）（ア）以外の場合 （略） 

ウ （略） 



（３）から（５） （現行のとおり） 

（６）措置の完了の確認の特例 

目標土壌溶出量又は目標地下水濃度を設定し、法施行規則別表第８に規

定する方法により措置が実施されたことが確認できた場合は、当該措置に

より完了の確認ができたものとする。一方で、終期において実施する対象

地境界における地下水採取は条例独自の規定であることから、法に基づく

措置を行った場合においても対象地境界にて第二地下水基準以下であるこ

とを確認する必要がある。 

 

５ 汚染がなくなったことの確認 （現行のとおり） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）から（５） （略） 

（６）措置の完了の確認の特例 

管理票から、搬出した土壌の体積と重量の関係が適切か、搬出先へ計画

通り搬出されたか等について確認する。管理票は、完了届出書の審査の際

に求められた場合に提出できるよう整理しておく。 

 

 

 

 

５ 汚染がなくなったことの確認 （略） 

 


